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ネ市足 4

緊急時対策所建屋 (美浜発電所 3号機、高浜発電所 1・ 2・ 3・ 4号機)の腐食設計について

今回設工認においては、降下火砕物の層厚変更に伴 う影響を受ける対象として、影響囚子のうち「構

造物への荷重」を選定し、建屋の強度評価を行っている。今回設工認において新たに強度評価を追加 し

た緊急時対策所建屋 (美浜発電所 3号機、高浜発電所 1・ 2・ 3・ 4号機)の腐食に対する設計につい

ては、その他の防護すべき施設を内包する建屋 と同様に、次のとおりとする。

(緊急時対策所建屋の腐食に対する設計)

緊急時対策所建屋 (美浜発電所 3号機、高浜発電所 1・ 2・ 3・ 4号機)は、想定する降下火砕物に

よる腐食に対 し、塗装等により降下火砕物と施設を接触させないこと又は運用等により、建屋が降下

火砕物より防護すべき施設を内包 し、建屋によつて内包する防護すべき施設に降下火砕物を接触させ

ない機能を維持するため、外装の塗装を実施することで短期的な腐食が発生しない設計としている。

また、降灰時の点検、並びに日常保守管理について保安規定に定めることで長期的な腐食が進展 し

ない設計としている。

以 上

別紙 緊急時対策所建屋の扱いについて
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別紙

緊急時対策所建屋の扱いについて

1.は じめに

。緊急時対策所建屋は、新規制基準対応工認では、降下火砕物への影響確認を不要として

いるが、大飯 3・ 4号機の緊急時対策所工認では、添付資料で降下火砕物への影響確認

を行つている。

。今回のDNP設 工認では、当社 として最新の大飯 3・ 4号機の緊急時対策所工認を踏襲

し、降下火砕物への影響確認を行つているが、本資料では、設工認上の扱いの変遷につ

いて整理する。

2.新規制基準対応工認での緊急時対策所建屋の扱い

。屋外のSA設備は、降下火砕物の影響を確認することとしており、その具体的な設計内

容として、除灰運用を行 うことを保安規定に定めることで、降下火砕物による影響を受

けないとして、降下火砕物への影響確認を不要としている。

・緊急時対策所建屋は、SA施設と同様に、降下火砕物を除去することを保安規定に定め

ることにより、降下火砕物への影響確認を不要としていた。なお、降下火砕物の荷重に

対して問題ないことも確認 している。 (設工認上の評価対象としていない扱いは、先行

の川内 1・ 2号機の新規制基準対応工認と同様である。)

3,大飯 3・ 4号機 緊急時対策所工認での緊急時対策所建屋の扱い

。大飯 3・ 4号機の緊急時対策所工認では、他の建屋 との整合性も踏まえ、設工認の添付

資料で降下火砕物の影響確認 (構造設計 。腐食設計)を行 う方針に変更した。

4.DNP設 工認での扱い

。DNP設 工認では、当社 として最新の大飯 3・ 4号機の緊急時対策所工認の考え方に倣

って、降下火砕物への影響確認を行つている。

・ただし、緊急時対策所建屋に対する影響確認の項目としては、構造設計・腐食設計があ

るが、DNP設 工認の申請範囲は、「降下火砕物の層厚変更」であり、それに対する設

工認の申請範囲は荷重に対する構造設計としているため、腐食設計については、補足説

明資料で説明することとしている。
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緊急時対策所の場所 降下火砕物に対する影響評価

高浜 3・ 4号機 1・ 2号 原子炉補助建屋 な し

美浜 3号機 緊急時対策所建屋 な し

高浜 1・ 2号機 緊急時対策所建屋 な し

大飯 3・ 4号機 1・ 2号 原子炉補助建屋 な し

新規制基準工認における緊急時対策所建屋の扱い

緊急時対策所工認における緊急時対策所建屋の扱い

緊急時対策所の場所 降下火砕物に対する影響評価

大飯 3・ 4号機 緊急時対策所建屋 あり (構造設計・腐食設計)

DNP設 工認における緊急時対策所建屋の扱い

※ :腐食設計については、補足説明資料にてご説明。

緊急時対策所の場所 降下火砕物に対する影響評価

美浜 3号機 緊急時対策所建屋 あり (構造設計)※

高浜 1～ 4号機 緊急時対策所建屋 あ り (構造設計)※

大飯 3・ 4号機 緊急時対策所建屋 あ り (構造設計)※
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1

ネ甫足6

各影響因子の整理について

概要

本資料は火山灰の各影響因子に対 して設置許可審査での整理を示 し、本設工認申請

にて適合性確認対象とした経緯について説明する。

2.層厚変更に影響がある影響因子

火山灰が施設に与える影響については、設置許可のまとめ資料に整理 しており、層厚

変更により評価結果が変わる影響因子は荷重及び閉塞である。既許可で行つた個別評

価の結果の概要を別紙 1に示す。また、許可時の防護対象施設の選定の考え方及び個別

評価を別添に示す。

3.設工認で評価を実施する施設の選定

層厚変更により評価結果が変わる影響因子は荷重及び閉塞※であるが、閉塞について

は、員元許可で評価を行ってお り、設工認では評価結果を示 していない。これは主蒸気逃

がし弁 (消音器)及び主蒸気安全弁 (排気管)の 閉塞評価は、設備の詳細設計を踏まえ、

DNPの層厚に対して消音器及び排気管への火山灰の侵入により機器の機能に影響がな

いことを設置許可段階で確認 していることから、設工認では申請対象 としていないも

のである。なお、この整理は新規制基準対応の設置許可及び工認から変更していない。

したがって、設工認の添付資料及び補足説明資料は、層厚変更に伴い、閉塞に係る記

載に変更が生じないため申請対象 とはしていない。一方、荷重については、既認可の添

付資料に構造強度評価の結果を示 していることから、本設工認申請にて評価結果を示

している。

設工認対象とした施設のフローを図 1に示す。

※主蒸気逃がし弁 (消音器)及び主蒸気安全弁 (排気管)に対する閉塞

NO

YES

4

DB施設、SA施設、特重痴晴隻に夕寸する言平イ面

される

然現象 (火山)に対す

YES

NO
層厚変更に伴い既認可の添付資料、補足説明資料の

評価に変更があるか

評
価
対
象
外

頚 評価を実施

図 1 設工認で評価を実施する施設の選定



別紙司火山灰が影響を与える評価対象施設と影響因子の組合せに対する層厚見直しによる評価の整理

● :

O:最 大層厚見直しに伴じ
※ :既許可で設工認にて評価結果を示すと整理した項目
― :影響因子として確認が不要
(不 要とする理由)

①静的荷重の影響を受けにくい構造(堆積しにくい、堆積しても機能に有意な影響を受けにくい等)

②腐食があっても、機能に有意な影響を受けにくい
③影響因子と直接関連しない
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腐食があっても、機能に有意な影響を受けにくい
影響因子と直接関連しない
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別 添

及び附属設備への影響評価を行 う。

なお、上記 の内容 については、平成 27年 2月 12日 付 け原規規発第

1502121号 をもつて設置変更許可を受けた高浜 3,4号炉の新規制基準適合性

審査にて平成 27年 2月 2日 に提出した 「高浜 3, 4号炉設置許可基準規則

等への適合性について (設計基準対象施設等 )」 の うち「第 6条 :外部からの

衝撃による損傷の防止 (火 山)」 (以下、既提出資料 とい う。)か ら変更がない

ため、既提出資料の うち 「1.1 概要」に同じ。

2.2 評価条件の設定

影響評価に用いる条件は、敷地周辺の地質調査結果に文献調査結果 も参考

にして、表 1.1の とお り、堆積厚 さ 27cm、 粒径 lmm以下、密度 0,7g/cm3

(乾燥状態)～ 1.5g/cm3(湿潤状態)と して、火山灰の特性を設定 した。

表 1.1 火 山灰 の特性

なお、火山灰 と火山以外の自然現象の組合せについては、荷重の影響にお

いて、火山灰、風 (台風)及び積雪による組合せを考慮する。

2.3 評価対象施設の抽出
「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則 (平成 25年 6月 28日 原子力規制委員会規則第五号)」 第 6条におい

て、「安全施設は、想定される自然現象が発生 した場合においても安全機能を

損なわないものでなければならない。」 とされている。

また、「発電用軽水炉型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指

針」 (平成 2年 8月 30日 原子力安全委員会決定)において安全機能を有する

構築物、系統及び機器に姑する設計上の考慮 として、「クラス 1では、合理的

に達成 し得る最高度の信頼性を確保 し、かつ、維持すること。クラス 2では、

高度の信頼性を確保 し、かつ、維持すること。クラス 3では、一般産業施設

と同等以上の安全性を確保 し、かつ、維持すること。」が定められている。

以上のことから、図 1.2の抽出フローより、一般産業施設を超える機能維

持を要求 しているクラス 1及びクラス 2に属する構築物、系統及び機器の う

ち火山灰の影響により、安全機能を損な うおそれがある施設を抽出する。

また、クラス 1及びクラス 2に属する構築物、系統及び機器を内包 してい
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項 目 条件 設定根拠

堆積厚さ 27cm
文献調査、地質調査及び降下火砕物シミュレー

ション結果を踏まえ、給源から越畑地点及び各

発電所までの距離をもとに設定

粒径 lmm以 下
津波堆積物調査で得られた火山灰の粒度試験

結果から設定

密度
乾燥状態  湿潤状態

0.7g/cm3～ 1.5g/cm3
津波堆積物調査結果、文献調査結果から設定



る建物についても評価対象施設 として抽出するとともに、安全重要度の低い

構築物、系統及び機器であっても、火山灰の影響を受けやす く、当該施設の

停止等により、上位の安全重要度の施設の運転に影響を及ぼす可能性がある

場合は評価対象施設 として抽出する。

なお、その他のクラス 3に属する施設については、火山灰による影響を受

ける場合を考慮 して、代替設備により必要な機能を確保できること、又は安

全上支障が生 じない期間に除灰あるいは修復等による封応 も可能である。

評価対象施設の抽出結果を表 1.2に示す とともに、評価対象施設の設置場

所を図 1.3に示す。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提出資

料の うち 「1.3 評価姑象施設の抽出」に同じ。

NO

※1クラス1及 びクラス2のうち、特に自然

現象の影響を受けやすく、かつ、代替

手段によつて機能維持が困難、または、

修復が著しく困難な構築物、系統及び

機器

NO

YES

・換気空調設備
(給気系外気取入口)

・補助建屋排気筒

□ 評価対象施設

<②対象施設>
・海水ストレーナ
(下流の設備を含む)

・主蒸気逃がし弁 (消音器)

・主蒸気安全弁(排気管)

・タービン動補助給水ポンプ

(蒸気大気放出管)

・格納容器排気筒
・非常用ディーゼル発電機

※2火山灰を含む外気・室内空気を機器内に取り込む機構を有しない施設又は取り込んだ場合でも、その影響が非常に

小さいと考えられる施設 (ポンプ、モータ、弁、盤内に換気フアンを有しない制御盤、計器等 )に ついては、評価

対象外とする。

図 1.2 評価対象施設の選定フロー
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クラス1及びクラス2以外の構築物、クラス可及びクラス2のうち、特に自然クラス 1及びクラス 2に属

する構築物、系統及び機器

を内包 している建物

(①屋外の施設、②屋外に開口している施設
内の空気を取り込む施設※2)

火山灰の影響を受ける施設

評
価
対
象
外

の停止等により、上位の安全重要度
施設の運転に影響を及ぼす可能性のある

設備 (波及的影響を考

外部しやへい建屋

外周建屋

燃料取扱建屋

補助一般建屋

中間建屋

ディーゼル建屋

燃料取替用水

タンク建屋

<①対象施設>
・海水ポンプ
・復水タンク

<③対象施設>
・制御用空気圧縮機
・安全保護系計装盤

YES



個別評価-1

建物・構築物に係 る影響評価

火山灰による建物 。構築物への影響について以下のとおり評価する。

(1)評価項目および内容

①構造物への静的負荷 (降雨等の影響を含む)

火山灰の堆積荷重により外部しゃへい建屋、外周建屋、燃料取扱建屋、

補助一般建屋、中間建屋、ディーゼル建屋及び燃料取替用水タンク建屋の健

全性に影響がないことを評価する。なお、堆積荷重には、降雨及び降雪の影

響も考慮し、火山灰 (湿潤状態)と 積雪の組合せについても評価する。

②構造物の化学的影響 (腐食)

火山灰の構造物への付着や堆積による化学的腐食により構造物への影響

がないことを評価する。

(2)評価条件

①構造物への静的負荷

A)火山灰条件

a.密度 :1.5g/cm3(湿 潤状態)(火 山灰の単位荷重は堆積量 lcm当 た

り 150N/m2)

b.降灰層厚 :27cm

B)積雪条件

a.密度 :0。 3g/cm3(積雪の単位荷重は積雪量 lcm当 た り30N/m2)※ 1

b.
※ 1

※ 2

積雪量 :100cm※ 2

1 福井県 建築基準法施行細則に基づく積雪の単位荷重を用いる。

火山事象と積雪事象は独立の関係にある。組み合わせる積雪量については、建築基準法に基づき特

定行政庁 (各 自治体)が各地域の気象 (積雪)状況に応 じた垂直積雪量を定めており、発電所が立

地する地域の気象条件により即した、設計に用いられる積雪量であることから、福井県建築基準法

施行細則の垂直積雪量「100cm」 (以下、「設計積雪Jと いう。)を用いる。

(3)評価結果

①構造物への静的負荷の成立性確認

建物・構築物について想定される火山灰の降灰層厚が許容層厚を超えな

いことを確認する。

火山灰による荷重については、30日 を目処に速やかに火山灰を除去す

ることから、建築基準法の積雪の考え方に基づき、短期の荷重として扱う。

許容層厚は以下いずれかの手法により算出する。
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a.荷重による評価

鋼材の長期許容応力度に姑する短期許容応力度の比が 1.5で ある

ことから、常時作用する荷重及び降下火砕物等堆積による鉛直荷重

の和が設計時長期荷重の 1.5倍に等 しくなる層厚

b.応力度による評価

常時作用する荷重及び降下火砕物等堆積による鉛直荷重の和によ

り発生する応力等が短期許容応力度等 と等 しくなる層厚

表-1に建物・構築物の許容層厚と火山灰の降灰層厚の比較を示す。

建物・構築物について、想定される火山灰の降灰層厚が許容層厚を超え

ないことから、火山灰による建物 。構築物への静的負荷 (降雨等の影響を

含む)が安全機能及び必要な機能に影響を及ぼすことはない。

表-1 建物・構築物の許容層厚と火山灰の降灰層厚の比較

建 屋 許容層厚 (cm)※ 降灰層厚 (cm)

外部 しやへい建屋 100以上

27

外周建屋 54

燃料取扱建屋 46

原子炉補助建屋 100以上

中間建屋 100以上

ディーゼル建屋 63

燃料取替用水タンク建屋 100以上

※ :応力度による評価

また、表-2に建物 。構築物の見直し後の層厚 (27cm)での応力等の発

生値を換算した結果と許容値の比較を示す。

建物・構築物について、想定される火山灰の降灰層厚での発生値が許容

値を超えないことから、火山灰による建物・構築物への静的負荷 (降雨等

の影響を含む)が安全機能及び必要な機能に影響を及ぼすことはない。(図

-1参照)
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建 屋 発生値
※ 許容値

※
裕度

外部 しやへい建屋
軸力

243kN/m
許容軸力

3,030kN/m
12.5

外周建屋
曲げモーメント

364kN・ m
許容曲げモーメン ト

449kN・ m
1.23

燃料取扱建屋
曲げモーメント

294kNom
許容曲げモーメント

350kN・ m
1.19

原子炉補助建屋
曲げモーメン ト

12.5kN・ m/m
許容曲げモーメント

23.OkN・ m/m
1 84

中間建屋
せん断力

253kN
許容せん断力

427kN
1,69

ディーゼル建屋
曲げモーメン ト

409kNem
許容曲げモーメント

533kN・ m
1.30

燃料取替用水タンク建屋
曲げモーメント

388kN・ m
許容曲げモーメン ト

668kN・ m
1.74

表-2 建物 。構築物の降灰層厚での発生値と許容値の比較

※ :許容値に対 して発生値の割合が最も大きくなる評価項 目について計算 して

い る 。

図-1 発生値の換算方法の概要図 (燃料取扱建屋の例)

④許容値
:曲げモーメント350.2→350kN・ m(切り捨て)

※ ⑤発生値(換算値)は、④許容値に荷重の合計値の

比率 ((①
′+②+③ )/(①十②+③ ))を乗じて

簡易的に算出している。

⑤発考雷1髯暫三見ヽ二93.04→ 294kN・ m (切り上士幻

許容値を
超えないことを確認。

①
′
火山灰荷重

(降灰層厚27cm i4′050N/m2)
による発生値

①火山灰荷重

(許容層厚46cm:6′ 900N/m2)
による発生値

②積雪荷重

(積雪100cm:3′ 000N/m2)
による発′二値

②積雪荷重

(積雪100cm:3′000N/m2)
による発生イ直

③固定荷重

(7′ 560N/m2)
による発生値

③固定荷重

(7′ 560N/m2)
による発生値
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②構造物への化学的影響 (腐食)

化学的影響については、外装塗装が施されていることから、火山灰によ

る化学的腐食により直ちに機能に影響を及ぼすことはない。

なお、長期的な影響については堆積した火山灰を除去し、除去後の点検

等において、必要に応じて補修作業を実施する。

以  上
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個別評価-2

復水タンクに係る影響評価

火山灰による復水タンクヘの影響について、以下のとお り評価する。

(1)評価項目及び内容

①構造物への静的負荷 (降雨等の影響を含む)

火山灰の堆積荷重により復水タンクの機能に影響を及ぼすことがないこ

とを評価する。なお、堆積荷重には、降雪の影響も考慮し、火山灰と積雪の

組み合わせも考慮する。火山灰と積雪の荷重条件、並びに荷重評価の考え方

は以下のとおりとする。

②構造物の化学的影響 (腐食)

火山灰の復水タンクヘの付着や堆積による化学的腐食により復水タンク

の機能への影響がないことを評価する。

(2)評価条件

①構造物への静的負荷

A)火山灰条件

a.密度 :1.5g/cm3(湿 潤状態)(火 山灰の層厚 lcm当 た り 150N/m2)

b.堆積量 :27cm
B)積雪条件

a.密度 :0。 3g/cm3(積雪の単位荷重は lcm当 た り30N/m2)※ 1

b。 堆積量 :100cm※ 2

※ 1:福井県 建築基準法施行細則に基づく積雪の単位荷重を用いる。

※2:火 山事象と積雪事象は独立の関係にあることから、組み合わせる積雪量については同建築基準法の設計

積雪「100cm」 を用いる。

C)火山灰 と積雪の荷重条件

a.火山灰荷重=150(N/m2.cm)× 27(cm)=4,050(N/m2)
b.積雪荷重=30(N/m2.cm)X100(cm)=3,000(N/m2)
c.火 山灰 と積雪による堆積荷重 :7,050(N/m2)

D)評価部位及び評価方法

a.復水タンクのタンク胴板及び屋根板
*を

評価対象部位 とし、火山灰 と

積雪による荷重に対 して、応力評価を行 う。評価モデルは胴板及び屋

根板をFEMに よリモデル化する。

復水タンクのFEM解 析に用いた解析条件を以下に示す。

(1)解析コー ド MSC/NASTRAN Vё r,2004.5.0

(2)解析モデル

屋根、胴、支柱及びブラケッ ト等の板部材 を板要素で、ラフター

及びラチスを梁要素モデル化する。
*:屋根板溶接部の脚長を屋根板の厚さに合わせている。(図 1参照)

b.許容応力は、JEAG4601‐ 1987に規定されるクラス 2, 3容器の許容

応力状態ⅢASの許容応力に基づき評価する。
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6mm

トップアングル

【工事前】

瀞

トップアング)レ

【工事後】

溶接部

屋根板

号
溶接部

屋根板

タンク月同オ反

(耐圧部)

タンク月同本反

(而寸圧吉[)

復水タンク全体図

図 1 復水タンク屋根板溶接補強の概要図

【補足】
。タンク屋根板の溶接部は、タンクの耐圧部ではなく、工認本文 (要 目

表、基本設計方針)の記載事項でもない。よって、タンク屋根板の溶接

については、実用炉規則の別表第一に該当する改造及び修理ではなく、

工事認可及び事前届出を要する工事ではないため、自主工事にて溶接補

強を実施している。

(3)評価結果

①構造物への静的兵荷に対する成立性の確認

申請時の層厚 (25cm)で のFEM解析による発生応力と許容応力から許

容層厚を算出した結果、火山灰による構造物への静的荷重 (降雨等の影響を

含む)が機能に影響を及ばすことはない。 (図 -2参照)

降灰層厚 (cm) 許容層厚 (cm)

27 40.7
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また、申請時の層厚 (25cm)で のFEM解析による発生応力から、見直

し後の層厚 (27cm)で の発生応力をオ,モ算した結果、許容応力を下回つてい

ることから、火山灰による構造物への静的荷重 (降雨等の影響を含む)が

機能に影響を及ぼすことはない。 (図 -3参照)

発生応力 (MPa) 許容応力 (MPa) 祢度

278 360 1.29

②構造物の化学的影響 (腐食)

化学的影響については、外装塗装が施されていることから、火山灰によ

る化学的腐食により直ちに機能に影響を及ぼすことはない。

また、長期的な影響については堆積した火山灰を除去し、除去後の点検

等において、必要に応じて補修作業を実施する。
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②見直し後の層厚

(27cm)

①火山灰荷重

(25Cm)

3′ 750N/m2

③火山灰荷重

⇒⑥許容層厚

積雪荷重

(100cm)

②積雪荷重

(100cm)
3′000N/m2

②積雪荷重

(100cm)

3′ 000N/m2

⑤ 許容応カ

④ 発生応力

1.荷重と応力の関係式

から③を計算

(① 十②):(③ 十②)

=④ :⑤

2.火 山灰の物性値※

から③火山灰荷重を

⑥許容層厚に換算

※火山灰の層厚 lcm
あたり150N/m2
③■150N/m2.cm
=⑥

②が⑥を超えない

ことを程舗忍している。

既存の強度評価結果 許容応力まで堆積

させたB寺のイメージ

見直し後の冒厚

⑥ 許容応力 :360MPa

⑤-1発生応力 :307MPa ⑤‐2発生応力 :266MPa

許容応力を

下回ることを

確認

許容応力まで

堆積させた時

既認可の

強度評価結果

既存の強度評価結果

(屋根吉層の溶接補強)

見直し後の層厚

④見直し後の層厚

(22cm)
による発生応力

160MPa※

①火山灰荷重

(25cm)
による発生応カ

148MPa※

③許容応力まで

の火山灰荷重に

よる発生応カ

242MPa※

②積雪荷重

(100cm)

による発生応力

118MPa※

火山灰荷重

(10cm)
+

積雪荷重

(100cm) ②積雪荷重

(100cm)
による発生応力

118MPa※

②積雪荷重

(100cm)
による発生応力

118MPa※

図 2 成立性確認の概要図 (許容層厚 )

※ 既存の強度評価結果 (申請時の層厚)による発生応力から比例計算した仮定の応力値である。

図3 成立性確認の概要図 (応力換算)
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(4)関連設備への影響

復水タンクの関連設備 として、現場水位計 と開口部であるベン ト管があ

る。

復水タンク水位計は、図 4に示す通 り火山灰の堆積荷重を受けにくく、

火山灰が侵入 しにくい構造であり、機能に影響を及ばすことはない。

また、屋根部に設置 されているベン ト管は、図 5に示す通 り下向きで火

山灰が侵入 しにくい構造 となつてお り、火山灰の侵入による影響はない。

図4 復水タンク水位計

図 5 復水タンクベン ト管

復水タンクには図 6に示すように、階段及び手す り等が設置 されてお り、

火山灰が堆積 した場合には、屋根へ上が り除灰作業を行 うことができる構造

となっている。

図 6 復水タンク外観写真 (左 側面部、右 屋根部 )

以 上
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個別評価-3

海水ポンプに係る影響評価

火山灰による海水ポンプヘの影響について以下のとお り評価する。

(1)評価項目及び内容

①構造物への静的負荷 (降雨等の影響を含む)

火山灰が堆積した場合に堆積荷重が厳しい条件となる海水ポンプモータ

フレームについて健全性に影響がないことを評価する。なお、堆積荷重には、

降雪の影響も考慮し、火山灰と積雪の組み合わせも考慮する。

②構造物の化学的影響 (腐食)

火山灰の海水ポンプヘの付着や堆積による化学的腐食により海水ポンプ

の機能への影響がないことを評価する。

③水循環系の閉塞による影響

火山灰が混入した海水を海水ポンプにより取水した場合に、流水部、軸

受部が閉塞し、機器の機能に影響がないことを評価する。

④水循環系の化学的影響 (腐食)

火山灰が混入した海水を海水ポンプにて取水することによる、内部構造

物の化学的影響 (腐食)に より機器の機能に影響がないことを評価する。

⑤電気系及び計装制御系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む)

火山灰の電動機冷却空気への侵入による地絡 。短絡、及び空気冷却器冷

却管への侵入による閉塞等、機器の機能に影響がないことを評価する。

⑥電気系及び計装制御系に対する化学的影響 (腐食)

火山灰の電動機冷去「空気への侵入による、内部構造牛勿の化学的影響 (腐

食)に より機器の機能に影響がないことを評価する。

(2)評価条件

①火山灰条件

a.密度 :1.5g/cm3(湿 潤状態)(火山灰の層厚 lcm当 たり150N/m2)

b.堆積量 :27cm
c.粒径 :lmm以下

②積雪条件
a.密度 :0,3g/cm3(積 雪の単位荷重は lcm当 たり30N/m2)※ 1

b.堆積量 :100cm※ 2

※ 1:福井県 建築基準法施行細則に基づく積雪の単位荷重を用いる。

※2:火 山事象と積雪事象は独立の関係にあることから、組み合わせる積雪量については同建築基準法の設計

積雪「100cm」 を用いる。

③評価部位及び評価内容

火山灰堆積荷重の影響に係る評価部位は、荷重の影響を受けやすいモー
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タフレームとする。
モータフレームに生じる応力は、電動機上面の投影面積の最も大きい外

扇カバー全面に均等に火山灰が堆積した場合を想定し、その上で運転時荷重

(ポ ンプスラス ト荷重)が加わる状態で荷重評価の導出を行う。(こ こでは、

想定堆積荷重として、火山灰と積雪を組み合わせた荷重で算出する。)

(3)評価結果

①構造物への静的負荷 (降雨等の影響を含む )

火山灰 と積雪によるよケ佐積荷重に対する海水ポンプモータフレームについ

ての荷重評価を以下に示す。

a.火 山灰 と積雪による堆積荷重

火山灰 と積雪による堆積荷重は外扇カバー全面に均等にかかるが、評

価モデルは外扇カバー重心位置への集中荷重 とする。

火山灰 と積雪の単位堆積荷重 :

(150N/m2× 27 cm)+(30N/m2xloo cm)=7,050N/m2
モータ上面面積 :2,752 mXl.204m=3.32m2
モータ上面の火山灰 と積雪による堆積荷重 Fvは次のとお りとなる。

Fv=7050× 3.32=2.35X104(Nl

モータフレームに常時作用する荷重

モータ自重 と運転時荷重であるポンプスラス ト軸方向荷重をモータフ

レームに常時作用する荷重 として算出する。

モータ自重 Fd:10,800 kg×9.80665m/s2=1,o6× 105(N)

ポンプスラス ト軸方向荷重 (運転時荷重 )

Fp:8,500 kg× 9.80665H1/s2=8.34X104(Nl

モータフレームに常時作用する荷重 Hは次のとお りとなる。

H=Fd+Fp=1・90X105(Nl

c。 モータフレームに作用す る曲げモーメン ト

Fv及び Hはモータフレーム枠内に作用す る力であ り、モータの中心 (車由

中心上)を支点 として、最 も保守的なモー メン トを考慮す るために、中

心か らモータフ レーム外枠 までの距離 を作用点 として曲げモーメン トを

算 出す る。

M= 〔Fv tt H〕 X:=(2.35X104+■ .90X■ OS〕 X・
400

=1.50X108(N・ mm)

b

d.モータフレームに生じる曲げ応力

断面係数 Zは次のように表すことができるので、

■早 )=洋( >卸嗣
モータフレームに生 じる曲げ応力 σbは次のとお りとなる。

19



↓ＰＭｒ
ゝ

７
〓

５６
〓〓

Ｍ

一
Ｚ

〓Ｌ

f

e。 モータフレームに生 じる圧縮応力

フレームの断面積 Sは次のように表 され、

S=D2_d2=14002_13822=5,01× 1041mm2)

モータフレームに生 じる圧縮応力 σcは以下のとお りとなる。

σc=∵ =≧二二五
せ:|:1常醤

壁生坐二 =4,3=S(MPa〕

結論

火山灰 (積雪)が堆積した場合に上部に位置し荷重の影響や運転状態

でのポンプの軸方向荷重の影響も受けるモータフレームにおいて、湿潤

状態の火山灰 (厚 さ27cm、 密度 1.5g/cm3)と 建築基準法における設計積

雪 (厚 さ 100cm、 密度 0.3g/cm3)の 組み合わせによる堆積荷重 7,050N/m2

により発生する応力に対し、」EAG4601‐ 1987の 「その他支持構造物」に

おけるШASに基づく許容応力と比較し、いずれも十分な裕度を有してお

り、機能に影響を及ぼすことはない。

表 1 海水ポンプモータに対する火山灰の堆積荷重による応力評価

※ :JEAG4601‐ 1987の 「その他の支持構造物」におけるⅢASの許容応力

表 2 モータの仕様

項 目 条件

モータ全質量m 10,800kg

ポンプスラス ト (常用)P 下「口旬 8.5ton

フレーム外寸 1,400Hlln

フレーム内寸 1,382mm

モータフレーム

に生 じる応力
算定応力(MPa)
(火 山灰+積雪)

許容応力
※

(MPal
棒度

(火 山灰+積雪)

結果

曲げ応力 7 282 40 ○

圧縮応力 5 244 48 ○
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火山灰+積雪

H

図 1 海水ポンプモータフレーム構造

②構造物の化学的影響 (降雨等の影響を含む)

外装塗装が施されていることから、火山灰による化学的腐食により直ち

に機能に影響を及ぼすことはない。

また、長期的な影響については堆積した火山灰を除去し、除去後の点検

において、必要に応じて補修作業を実施する。

③水循環系の閉塞による影響

海水ポンプ軸受潤滑水は、海水ポンプ出日配管から分岐し、ス トレーナ

(メ ッシュ間隔 :約 lmm)を介して保護管から各軸受に注入される。ス ト

レーナは 2系統設置しており、海水ポンプ運転中に必要に応じて通水ライン

を切り替えることができ、清掃を実施することも可能である。

ス トレーナは、ス トレーナ以降の設備に影響を与えるものを除去できる

ように設計されており、ス トレーナを通過するものは、以降の設備に影響を

与えることはない。

想定する火山灰の粒径は、lmm以下であり、ほとんどの火山灰はス トレ

ーナを通過することになり、閉塞には至らない。また、軸受部には、異物逃

がし溝 (上部 。中間軸受 :約 7.5mm以上 (FF軸受けタイプでは約 4mm以
上)、 下部軸受 :約 5.5mm以上)が設けられており、閉塞には至らない。
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S S非常用
タンク

モータ

→

図 2 海水ポンプ軸受潤滑水系統オうモ略図

上部・中間部軸受

間隙

上部・中間部 :75mm以 上 (異物逃がし溝 )

(FF軸受けでは4mm以上 )

流水部

狭隆部 :約 103mm

主軸

下部軸受

間隙 5.5mm以 上 (異物逃がし溝 )

図 3 海水ポンプ軸受構造図

④水循環系の化学的影響 (腐食 )

海水系の化学的影響については、海水ポンプは防汚塗装等の対応を実施

してお り、海水 と金属が直接接することはないため、腐食により海水ポンプ

の機能に影響を及ぼすことはない。

隙間

約75mm
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⑤電気系及び計装制御系に紺する機械的影響 (降雨等の影響を含む )

海水ポンプモータは、電動機本体を全閉構造 とし、空冷式空気冷却器を

電動機の側面に設置 して外気を直接電動機内部に取 り込まない全閉外扇形

の冷却方式であり火山灰の侵入による影響はない。

立形モータの軸受構造上、軸受油槽内部への異物混入経路 として考慮 さ

れるのは軸受貫通部であるが、当該部は内部にグリース封入 した軸受端カバ

ーでシール されてお り、火山灰が軸受槽内部に侵入することはない。

また、外気は下方向から取 り込まれる構造のため、火山灰が侵入 しにく

い構造であ り、仮に侵入 しても冷却管 (約 19mm)に射 して火山灰の粒径

(lmm以下)が十分小 さく、運転中はファンからの通風により外部に排出

されることから、冷却管が閉塞することはない。

なお、海水ポンプモータは温度監視を実施 してお り、万一火山灰の影響

によリモータ温度の上昇が検知 されれば、ポンプの切替え、冷却管の点検、

清掃を行 う。

軸受貫通部

外扇カバー

接続箱

空気冷却器
(バイプクーラ)

(内径 φ106亜m)

→ 外気 (冷却鶴)

蛉 電助儀ぬ部の空気 (被冷手J割 )

図 4 海水ポンプモータの冷却方式

0

ユ

ウ

イｒ
篭
馘
７

到
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―ス′ヽイプ

「 〒l~爾

グリースパイブ

下部軸堅端カバー

防水カバー

下部軸受端カバー

(外側)

(内 側)

図 5 海水ポンプモータの軸受シール方式

⑥電気系及び計装制御系に封する化学的影響 (腐食 )

海水ポンプモータは、上述のとお り電動機本体を全閉構造 とし、空冷式

空気冷去「器 を電動機の側面に設置 して外気を直接電動機内部に取 り込まな

い全閉外扇形の冷却方式であ り、火山灰の侵入はないため、化学的な影響は

ない。

以  上
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個別評価-4

主蒸気逃が し弁 (消音器)に係 る影響評価

火山灰による主蒸気逃がし弁 (消音器)への影響について以下のとおり評価

する。

(1)評価項目及び内容

①換気系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む)

火山灰の主蒸気逃がし弁消音器への侵入により、機器の機能に影響がな

いことを評価する。具体的には、主蒸気逃がし弁は、火山灰が主蒸気逃がし

弁出口配管に侵入しにくい構造であることと、及び主蒸気逃がし弁の噴出力

が火山灰の重量よりも大きいことを確認する。

(2)評価条件

①火山灰条件
a.密度 :1,5g/cm3(湿潤状態)(火 山灰の層厚 lcm当 たり150N/m2)

b.堆積量 :27cm
②積雪条件

a.密度 :0。 3g/cm3(積雪の単位荷重は lcm当 たり30N/m2)※ 1

b.堆積量 :100cm※ 2

※1,福井県 建築基準法施行細則に基づく積雪の単位荷重を用いる。

※2:火 山事象と積雪事象は独立の関係にあることから、組み合わせる積雪量については同建築基準法の設計

積雪 「100cm」 を用いる。

(3)評価結果

①換気系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む)

消音器の構造は図 1の通リパンチ穴が空いたディフューザーと吸音材が

入つた多孔板で構成されている。
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吸音材

多孔板

音管支持金具

886mm

ァィフユーザー

ディフ 強板

1980mm

3000mm

ドレン
Φ272mm

図 1 主蒸気逃がし弁消音器の構造図

なお、仮に火山灰が主蒸気逃が し弁出日配管内に侵入 し、配管を閉塞 さ

せた場合についても以下のとお り評価する。

主蒸気逃がし弁の噴出力の評価においては、想定堆積荷重である湿潤状

態の火山灰 (厚 さ 27cm、 密度 1.5g/cm3)と 建築基準法における設計積雪 (厚

さ 100cm、 密度 0。 3g/cm3)の組み合わせ荷重が加わるとして確認する。

主蒸気逃がし弁の出日配管外径 916.52cmであることから、火山灰の堆積

荷重は以下のとお りである。

πX(聖
¥望)2x(27X135+100 X O.3)≒ 15,112==16(kg)

主蒸気逃がし弁の噴出力は、クールダウン末期の 177℃の飽和圧力である

8.5kg/cm2と 、弁出口側の流体通過断面積が約 180cm2ょ り、以下のとお り

である。

8.5× 180=1530(kg)

以上より、火山灰が直接配管内に侵入 し、仮に配管を閉塞 させた場合で

も、火山灰 (湿潤状態)と 積雪の組み合わせ荷重よりも主蒸気逃がし弁の噴

出力が十分大きいことから、主蒸気逃がし弁の機能に影響を及ぼすことはな

い。
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火山灰
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０
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０噴出力

火山灰荷重

16 kg

1)530kg

ィフューザ

〇

〇

Φ19

消音器

Φ165.2m
ドレン管
027 2mm

主蒸気逃がし弁元弁   主蒸気逃がし弁

図2 主蒸気逃がし弁出日配管形状および消音器の構造

また、各主蒸気逃が し弁消音器の設置状況より、火山灰の周辺の構築物

からの落下による侵入等は考えにくい。

Cルー Aルーフ
°

図 3 主蒸気逃がし弁消音器の設置状況 (左 3号炉、右 4号炉 (各 3系統))

以  ト

+

27



個別評価-5

主蒸気安全弁つ檸気管に係る影響評価

火山灰による主蒸気安全弁排気管への影響について以下のとおり評価する。

(1)評価項目及び内容

①換気系に姑する機械的影響 (降雨等の影響を含む)

火山灰の主蒸気安全弁排気管への侵入により、機器の機能に影響がない

ことを評価する。具体的には、主蒸気安全弁は、火山灰が侵入しにくい構造

であることと、及び主蒸気安全弁の噴出力が火山灰の重量よりも大きいこと

を確認する。

(2)評価条件

①火山灰条件
a。 密度 :1.5g/cm3(湿 潤状態)(火山灰の層厚 lcm当 たり150N/m2)

b.堆積量 :27cm

②積雪条件

a.密度 :0,3g/cm3(積 雪の単位荷重は lcm当 たり30N/m2)※ 1

b.堆積量 :100cm※ 2

※1: 福井県 建築基準法施行細則に基づく積雪の単位荷重を用いる。

※2:火 山事象と積雪事象は独立の関係にあることから、組み合わせる積雪量については同建築基準法の設計

積雪「100cm」 を用いる。

(3)評価結果

①換気系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む )

主蒸気安全弁の排気管は図 1の ように斜めに配管が接続 される構造 とな

っている。

仮に火山灰が主蒸気安全弁排気管内部に侵入 したと仮定すると、大部分

は ドレン受皿に沼ま り、一部主蒸気安全弁の弁出口管に侵入するが、火山灰

により出日配管を閉塞 させることはないと考えられるため、主蒸気安全弁の

蒸気放出機能に影響を与えることはない。
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火山灰
0216 3mm

ドレン管
027 2mm

図 1 主蒸気安全弁排気管の構造図

なお、仮に火山灰が主蒸気安全弁出日配管内に侵入 し、配管を閉塞 させ

た場合についても以下のとお り評価する。

主蒸気安全弁の噴出力の評価においては、想定堆積荷重である湿潤状態

の火山灰 (厚 さ 27cm、 密度 1.5g/cm3)と 建築基準法における設計積雪 (厚

さ 100cm、 密度 0.3g/cm3)の組み合わせ荷重により評価する。

主蒸気安全弁の出日配管外径 ψ21,63cmで あることから、火山灰の堆積荷

重は以下のとお りである。

πX(2与
手
旦
)2×(27 X l.S‐+100 X O,3)=〒 25905==26(kg)

主蒸気安全弁の噴出力は、弁の噴出圧力 76,3kg/cm2と 、弁出口側の流体

通過断面積が約 323cm2で ぁることから、以下のとお りである。

76.3× 323=24644(kg)

以上より、火山灰が直接配管内に侵入し、仮に配管を閉塞させた場合で

も、火山灰 (湿潤状態)と 積雪の組み合わせ荷重よりも主蒸気安全弁の噴出

力が十分大きいことから、主蒸気安全弁の機能に影響を及ぼすことはない。
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噴出力

火山灰荷重

24,644kg

火山灰
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ヽ
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一

Φ216 3mm

ドレン管
Φ272mm

図2 主蒸気安全弁出日配管および排気管の構造

図 3 主蒸気安全弁 (排気管)の設置状況 (3号炉)

以  上
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個別評価-6

ター ビン動補助給水ポンプ蒸気大気放出管に係 る影響評価

火山灰によるタービン動補助給水ポンプ蒸気大気放出管への影響について以

下のとおり評価する。

(1)評価項 目及び内蓉

①換気系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む )

火 山灰のター ビン動補助給水ポンプ蒸気大気放出管への侵入により、機

器の機能に影響がないことを評価する。具体的には、ター ビン動補助給水ポ

ンプ蒸気大気放出管は、火山灰が侵入 しにくい構造であることを確認する。

(2)評価条件

①火山灰条件

a.密度 :1.5g/cm3(湿 潤状態)(火山灰の層厚 lcm当たり150N/m2)

b.堆積量 :27cm

(3)評価結果

①換気系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む )

ター ビン動補助給水ポンプの蒸気大気放出管は、火山灰が直接侵入 しに

くい構造であり、仮に一部火山灰が侵入 した場合でも、配管の構造等から閉

塞することなく機能に影響を及ぼすことはない。

ター ビン動補助給水ポンプの蒸気大気放出管の設置状況を図 1に、蒸気

大気放出管の構造を図 2に各々示す。

図 1 タービン動補助給水ポンプ蒸気大気放出管の設置状況
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図 2 ター ビン要力補助給水ポンプ蒸気大気放出管の構造

|

以  上
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個別評価-7

非常用ディーゼル発電機に係 る影響評価

火山灰による非常用ディーゼル発電機への影響について以下のとお り評価す

る。

(1)評価項目及び内容

①換気系、電気系及び計装制御系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む)

火山灰の非常用ディーゼル発電機への侵入等により、機器の機能に影響

がないことを評価する。

(2)評価条件

①火山灰条件

a。 密度 :1.5g/cm3(湿 潤状態)(火 山灰の層厚 lcm当 た り 150N/m2)

b.堆積量 :27cm
c.粒径 :lmm以下

(3)評価結果

①換気系、電気系及び計装制御系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む)

図 1に示す とお り、非常用ディーゼル機関の吸入空気の流れは下から吸

い上げる構造 となってお り、火山灰が侵入 しにくい構造であり、水分を含ん

だ火山灰は密度が増 し、更に侵入する可能性は小さくなる。更に、フィルタ

により柾径 0.18mm以上のものは 90%以上捕集できる。

仮に過給機に火 山灰が侵入 しても、過給機における狭艦部はコンプレッ

サホイル とケーシングの間隙 (0,37mm)で あり、想定する火山灰は侵入す

る可能性があるが火山灰は破砕 しやす く、硬度が低いことから過給機を磨耗

させることはない。

また、機関吸気に火 山灰等の国形物が混入 した場合でも、シリングライ

ナー及び ピス トン リングは磨耗 に強い鋳鉄 (ブ ジネル硬 さ※1230程
度

(SUS180程度))であること、火山灰は砂 と比較 して破砕 しやす く
※2硬

度

が低 く
※3、

定期検査ごとに行な うシリングライナー及び ピス トンリングの

点検においても砂等による有意な磨耗影響は確認 されていない。長期的な影

響についても、シリングライナー及びピス トンの間隙内へ侵入 した火山灰は、

シリングとピス トン双方の沼動運動が繰 り返されるごとに、更に細かな粒子

に破砕 され、破砕 された粒子はシリングライナー及びピス トンリング問隙に

付着 している潤滑油により機関外へ除去 されること、また火山灰が燃焼室内

に一時的に滞留 したとしても、排気ガスと共に大気へ放出されることから、

火山灰粒子による長期的な影響 も小 さいと考えられる。

なお、吸気消音器及び空気冷却器 (空気側)についても、狭崎部等はな

く、火山灰により、機能に影響を及ぼすことはない。
※1ブリネル硬さとは、一般的に金属等の工業材料に用いられる硬さの単位

※2武若耕司(2004):シラスコンクリートの特徴とその実用化の現状、コンクリートエ学、vol.42、 No.3、 p.3847

※3恒松修二・井上耕三・松田応作 (1976):シ ラスを主原料とする結晶化ガラス、窯業協会誌 84[6]、 p.3240
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吸気消音器

吸気消音器フィルタ
粒径 :0 18mm以上

図 1 非常用ディーゼル機関の吸入空気の流れ

(4)関連設備への影響

非常用ディーゼル発電機の関連設備 として、非常用ディーゼル発電機燃

料油貯油そ うがある。

非常用ディーゼル発電機燃料油貯油そ うは地下タンクであ り、火山灰に

よる直接的影響を受けないが、ベン ト管については屋外にあることから影響

について確認する。

非常用ディーゼル発電機燃料油貯油そ うのベン ト管は、図 2に示す とお

り開口部が下向きとなってお り、火山灰が侵入 しにくい構造 となっている。

また、地上面から約 11.5mの位置にベン ト管の開口部があ り、火山灰の吹き

上が りによる侵入の影響 も考えにくい。

更に、ディーゼル機関の燃料油系統には燃料油こし器
※があり、運転に

影響がある大きさの異物は除去 される。

なお、燃料油フィルタはス トレーナが 2台ずつ設置 されてお り、切替え

も可能である。

(※)燃料油こし器の網 目 :120メ ッシュ、200メ ンシユ

硼⇒

過給機

過給機内の狭I金部寸法
ウフ・レッサ/ケーシンク

・間隙 :0 37mm

気外

ディーゼル機関排気

外気を吸気

゛  ゛

シサシ雰夕響冥省り識蕗Fttμ m～十数″m

シリンダ

過給機 空気

冷却器

空気冷却器内の狭F住部寸法
伝熱管フィン隙間 :1 96mm
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図 2 燃料油貯油そうベント管の外観写真 (右は拡大写真 )

以  上
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個別評価-8

換気空調設備 (給気系外気取入 口)に係 る影響評価

火山灰による換気空調設備 (給気系外気取入 口)への影響について以下のと

お り評価する。

(1)評価項目及び内容

①換気系、電気系及び計装制御系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む)

火山灰の換気空調設備 (給気系外気取入口)への侵入等により、機器の

機能に影響がないことを評価する。

<評価対象設備>
・換気空調設備 (給気系外気取入口)

[中央制御室空調装置、安全補機開閉器室空調装置、デイーゼル発電機室

換気空調設備、補助給水ポンプ室換気空調設備、中間建屋換気空調設備、

主蒸気配管室換気空調設備、格納容器換気空調設備、燃料取扱室空調装

置、補助建屋換気空調設備、主給水配管室換気空調設備、放射線管理室

空調装置]

②発電所周辺の大気汚染

火山灰により汚染 された発電所周辺の大気が換気空調設備を経て運転員

が常駐 している中央制御室の居住性に影響がないことを評価する。

中央制御室換気空調装置は、火 山灰が降灰 した際に閉回路循環運転によ

り外気の取 り込みを一時的に停止することが可能であるが、その場合の中央

制御室内の居住性について、中央制御室内に滞在する運転員の操作環境の劣

化を防ぐために、酸素濃度及び炭酸ガス濃度の評価を行 う。

(2)評価条件

①火山灰条件
.密度 1.5g/cm3(湿潤状態)(火 山灰の層厚 lcm当 た り 150N/m2)

.堆積量 :27cm
。粒径 :lmm以下

(3)評価結果

①換気系、電気系及び計装制御系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む )

図 1に示す とお り、各換気空調設備の給気系外気取入 口は、火山灰が侵

入 しにくい構造であり、水分を含んだ火山灰は密度が増 し、更に侵入する可

能J陛は小 さくなる。

また、各外気取入 口には平型フィルタが設置 されてお り、火山灰が外気

取入 口に侵入 した場合であっても、平型フィルタは、数 μmォーダーの粒子

に対 し除塵効率が 9割程度あり、フィルタより大きな火山灰が除去 されるこ

とから、給気を供給する系統及び機器に対 して火山灰が与える影響は小さい

と考えられる。図 2に示す とお り、各フィルタについては、各建屋等からの

ａ
　
ｂ

　

ｃ
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アクセス性がよく、必要に応じて清掃及び交換することにより除灰ができる

ことも確認している。

屋内への火山灰の侵入について、外気を取り入れしている空調系統として、

中央制御室空調装置、安全補機開閉器室空調装置、デイーゼル発電機室換気

空調設備、補助給水ポンプ室換気空調設備、中間建屋換気空調設備、主蒸気

配管室換気空調設備、格納容器換気空調設備、燃料取扱室空調装置、補助建

屋換気空調設備、主給水配管室換気空調設備、放射線管理室空調装置がある。

各外気取入口には平型フィルタ (主 として粒径が 5μ mよ り大きい粒子

を捕集可能)を設置しているため、火山灰が外気取入口に到達した場合で

あっても、一定以上の粒径の火山灰については、平型フィルタにより侵入

を阻止することが可能である。

また、フイルタよりも小さな火山灰が室内へ侵入する可能性が考えられ

るが、上記の系統のうち、外気取入用ダンパが設置されており閉回路循環

運転が可能である中央制御室、安全補機開閉器室の空調系については、火

山灰の侵入が想定される場合には、外気取入ダンパを閉止し、閉回路循環

運転を行 うことにより、火山灰の侵入を阻止することが可能である。その

他の系統については、換気空調設備を停止することにより、火山灰の侵入

を阻止することが可能である。

平型フィルタ

空気の流れ

ダクト

歩
B

図 1 中央制御室外気取入口の空気の流れ
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図2 換気空調設備の外気取入口へのアクセス例

枠囲みの範囲は機密 に係 る事項ですので公開す ることはできません∩

②発電所周辺の大気汚染

中央制御室空調系については、外気取入ダンパを閉止 し、外気隔離運転

することも可能であり、その場合でも中央制御室の居住性が維持 されること

を確認 している。 (図 3参照)

a.酸素濃度
「空気調和・衛生工学便覧 空調設備篇」に基づき、酸素濃度は表 1の

とお り93時間外気取入を遮断 したままでも、中央制御室内に滞在する運転

員の操作環境に影響を与えないことを確認 した。

表 1 中央制御室の酸素濃度評価結果

(評価条件 )

。在室人員 15名
。中央制御室バ ウングリ内体積 4,700m3
・空気流入はないものとして評価する。

・初期酸素濃度 20.95%
。1人当た りの呼吸量は、事故時の運転操作を想定 し、歩行時の呼吸量

を適用 して、24宅/minと する。

・ 1人当た りの酸素消費量は、呼気の酸素濃度 :16。40%と して、65.52

宅/hと する。
・許容酸素濃度 19%以 上 (鉱 山保安法施行規則から)

時 間 12日寺間 24時間 36時間 93時間

酸素濃度 20.69 % 20,44 % 20。 19 % 19.00 %
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b.炭酸ガス濃度
「空気調和・衛生工学便覧 空調設備篇」に基づき、炭酸ガス濃度は表 2

のとお り66時間外気取入れを遮断 したままでも、中央制御室内に滞在する

運転員の操作環境に影響を与えないことを確認 した。

表 2 中央制御室の炭酸ガス濃度評価結果

(評価条件 )

・在室人員 15名
。中央制御室バ ウングリ内体積 4,700m3
・空気流入はないものとして評価する。

・初期炭酸ガス濃度 0.03%
・ 1人当た りの炭酸ガス吐出量は、事故時の運転操作を想定し、中等作

業時の吐出量を適用 して、0,046m3/hと する。

・許容炭酸ガス濃度 1.0%以下 (鉱 山保安法施行規則から)

時間 12日寺間 24日寺間 36時間 66時間

炭酸ガス濃度 0,207 % 0.383 % 0.559 % 0。999 %
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←
□
□

外気取入口

大気放出口

チャコールフィルタ

微粒子フィルタ

国狂]粗フィルタ

囲
□

冷水冷却コイル

蒸気加熱コイル

電気加熱コイル

加湿器

コ7C

中央制御室非常用循珠ファン

I睡 ]

中央制御室循環ファン

中央制御室循環ファン

中央制御室空調ファン

(通常時運転モー ド)

中央制御室空調
ユニツト

中央制御室非常用循環ファン

中央制御室空調ファン 中央制御室変調
ユニツト

(非常時運転モー ド)

(注)上記は 3号炉の制御室換気空嗣設

備の概要図を示す。 4号炉も同じ。

図 3 中央制御室空調装置 概略系統図

以 上
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個別評価-9

排気筒に係 る影響評価

火山灰による排気筒 (格納容器排気筒、補助建屋排気筒)への影響について

以下のとおり評価する。

(1)評価項目及び内容

①換気系、電気系及び計装制御系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む)

火山灰の排気筒への侵入により、排気筒への機能に影響がないことを評

価する。具体的には、排気筒の排気速度が火山灰の降下速度よりも大きく、

火山灰が排気筒へ侵入しないことを確認する。また、火山灰が侵入したとし

ても流路が閉塞しないことを確認する。

②換気系に対する化学的影響 (腐食)

火山灰の付着に伴う構造物の腐食により、排気筒の機能に影響がないこ

とを評価する。

(2)評価条件

①火山灰条件
a.密度 :1.5g/cm3(湿潤状態)(火山灰の層厚 lcm当 たり150N/m2)

b.堆積量 :27cm
c。 粒径 :lmm以下

(3)評価結果

①換気系、電気系及び計装制御系に対する機械的影響 (降雨等の影響を含む)

火山灰の降下速度と排気筒の排気速度の評価について以下に示す。

a.火山灰の降下速度

火山灰粒子の降下速度を単粒子の自由降下※と考えてモデル化し、以下の

とおり導出する。

降下速度Wf(m/s)は次式で表される。

W士 ｀=

重力力日速度 g=9,80665(m/s2)

抵抗係数 Cw=0.44

粒子密度 pK=1500(kg/m3)

空気密度 pL=1・ 1(kg/m3)

粒子径 dK(m)

本評価では排気筒の排気速度 (吹 き出し風速)と の比較を行うことから、

降下速度が大きいほど保守的となるため、上式より粒子密度と粒子径はいず

れも大きい方が降下速度も大きくなる。

:× 奇
×2七

五1生

×dK
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そのため、本評価では想定される火山灰の特性 として設定された、湿潤

密度 1,500kg/m3(1.5gん m3)、 粒子径 0.001m(lmm)の 火山灰粒子を用いて降

下速度を算出すると以下 となる。

Wf=

(※ )単粒子が静止した気体中を自由落下し、粒子の流体抵抗、重力及び浮力の間に

釣 り合いの状態が生じたときの粒子の速度

【参考文献】「流体―固体二相流―空気輸送と水力輸送一」日刊工業新聞社 森川敬信 著

b.各排気筒の排気速度

高浜 3、 4号炉の格納容器排気筒及び補助建屋排気筒は、常時排気があ

り、格納容器排気筒及び補助建屋排気筒に接続 されている排気量及び排気筒

サイズは表のとお りである。

表 1 高浜 3、 4号炉の各排気筒に接続 されている系統の排気量

(※)連続運転ではないので、保守的に吹き出し風速算出に考慮 しない

各排気筒の排気量より、排気速度 (吹 き出し速度)は下式で求められる。

VlttS)

4 9.80665 1500-1。 1

τ
X O.44 X l.l XO・001=6.36⇒ 6.4(m/s)

V=;i 暮景鼻資畳
出 し速度

Qtn3/s)

り,気筒断面積  A lm2)

高浜 3号炉

格納容器排気筒

高浜 3号炉

補助建屋排気筒

高浜 4号炉

格納容器排気筒

高浜 4号炉

補助建屋排気筒

アニュラス空

気浄化系統

安全補機室空

気浄化系統
(56113/14inX l巧含)採 (56H13/1ninX l l争 )メ

格納容器排気

系統

燃料取扱室排

気系統
1,400m3/1nin× 1台 1,400m3/1ninX l台

放射線管理室

伊F気系統
800H13/1nin× 1台

補助建屋排気

系統
2,000H13/1nin× 21螢 2,070■ 13/1nin×2耳争

合計排気量 2,200m3/1nin 4,000m3/1nin 1,400H13/ュ lylin 4,140m3/1nin

l,信気筒サイズ 2,200mmXl,500■llx】 乳200■114× 1,500■ lln 1,900mm× 1,5001nコ 2,300mm× 1,5001nm

高浜 3号炉

格納容器排気筒

高浜 3号炉

補助建屋排気筒

高浜 4号炉

格納容器排気筒

高浜 4号炉

補助建屋りF気筒

排気速度 11.lln/s 20.2■1/s 8.1■1/s 20.OⅡ 1/s

表 2 高浜 3、 4号炉の各排気筒の排気速度
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以上 より、各排気筒の排気速度 (吹 き出 し速度)は火 山灰の降下速度

6.4m/sを 上回ることから、火山灰が排気筒内へ侵入することはない。

仮に、火山灰が直接格納容器排気筒及び補助建屋排気筒内に侵入 した場

合でも、排気筒の構造から火山灰により流路を閉塞することはなく、ドレン

から排出することも可能であ り、機能に影響を及ぼすことはない。

(図 1参照 )

排気側

1,500mm X2,200mm

排気の流れ

ドレンパン部 100mm
Φ605mm

図 1 格納容器排気筒曲が り部の構造 (高浜 3号炉 )

②換気系に姑する化学的影響 (腐食)

火山灰による化学的腐食を想定しても、屋外設備である排気筒は外面塗

装等による対応を行つていることから、直ちに腐食によりつ卜気筒の機能に影

響を及ぼすことはない。

なお、長期的な影響については、火山灰が排気筒に侵入した場合でも、

内部の点検や除去が可能であり、その状況に応じて補修作業を行う。

以  上

火山灰の自由

降下速度 :約64m/s

含
排気速度

高浜3号 :約 11 lm/s

高浜4号 :約81m/s

↓

500m mⅢ 2
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個別評価-10

海水取水設備に係 る影響評価

火山灰による海水取水設備への影響について以下のとお り評価する。

(1)評価項目及び内容

①水循乗系の閉塞

火山灰が混入した海水を取水することにより、海水取水設備が閉塞しな

いことを評価する。

②水循ヂ呆―系の化学的影響 (腐食)

火山灰が混入した海水を取水することによる構造物内部の腐食により機

器の機能に影響がないことを評価する。

(2)評価条件

①火山灰条件

a.粒径 :lmm以下

(3)評価結果

①水循環系の閉塞

取水設備は図 11こ示すとおり、順にくらげ防止網、レーキ付バースクリ

ーン、ロータリースクリーンとの構成になっており、海水中の大きな塵芥の

除去を実施している。表 1に は取水設備のメッシュの間隔を示す。
海水ポンプ

③ロータリースクリーン
②レ‐ 付′ヽ一スクリーン

/
①くらげ防止網

→

→ お
図 1 取水設備の構成

表 1 取水設備のメッシュ間隔

以上より、取水設備のメッシュ間隔に対 して、想定する火山灰の粒径は

十分小 さく、また、粘性を生 じさせる粘土鉱物等は含まれていないことから

除塵装置が閉塞することはない。

赫　　↓

」

吟
→  け

①くらげ防止網 ②レーキ付バースクリーン ③ロータリースクリーン

メッシュ間隔 メッシュ :45mm バーピッチ :49mm メッシュ :6mm
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②水循環系の化学的影響 (腐食)

海水系の化学的影響については、海水中の火山灰濃度は非常に希薄であ

ること、除塵装置は防汚塗装等の対応を実施しており、海水と金属が直接接

することはなく、直ちに腐食により機能に影響を及ぼすことはない。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提出資

料のうち「個別評価-10」 に同じ。

以  上
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個別評価-11

海水ス トレーナに係る影響評価

火山灰による海水ス トレーナ (下流設備を含む)への影響について以下のと

おり評価する。

(1)評価項目及び内容

①水循ガ呆―系の閉塞

火山灰が混入した海水を取水することにより、海水ス トレーナ (下流設

備を含む)が閉塞しないことを評価する。

②水循環系の化学的影響 (腐食)

火山灰が混入した海水を取水することによる構造物内部の腐食により機

器の機能に影響がないことを評価する。

(2)評価条件

①火山灰条件
a.粒径 :lmm以下

(3)評価結果

①水循環系の閉塞

火山灰の粒径は、海水ス トレーナのエレメントのメッシュサイズ (直径

8■lm)よ り小さく、海水ス トレーナが閉塞することはなく、機能に影響を及

ぼすことはない。

海水ス トレーナのメッシュを通過した火山灰の粒子は、下流の冷却器の

冷却管 (表 1参照)に封して粒子が十分小さく、冷却管の閉塞により、下流

の機器に影響を及ばすことはない。また、各冷却器に通水される海水の流量

は大きいことから、火山灰が冷去,管内で堆積し閉塞することは考えにくい。

表 1 冷却器の冷却管の内径及び海水流量

②水循環系の化学的影響 (腐食)

化学的影響については、海水ス トレーナ下流の機器の冷却器 (細管)に
ついても、耐食性のある材料を用いていること、並びに連続通水状態であり

著しい腐食環境にはならないことから、腐食により下流の機器に影響を及ぼ

すことはない。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提出資

料のうち「個別評価-11」 に同じ。

機器名 冷却管内径 海水流量

非常用ディーゼル

発電機

清水冷却器 約 13mm

糸釘2971n3/h
潤滑油冷却器 約 13mm
燃料弁冷却水冷却器 約 13mm
空気冷却器 約 10mm

空調用冷凍機 約 14mm 旅釘2291n3/h

原子炉補機冷却水冷却器 約 16mm 約 20001n3/h

以  上
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個別評価-12

制御用空気圧縮機に係 る影響評価

火山灰による制御用空気圧縮機への影響について以下のとお り評価する。

(1)評価項目及び内容

①換気系、電気系及び計装制御系に紺する機械的影響 (磨耗)

火山灰が制御用空気圧縮機の招動部に侵入する可能性を考慮し、侵入

した場合の影響について評価する。

(2)評価条件

①火山灰条件
a.粒 径 :1 llm以下

(3)評価結果

制御用空気圧縮機が設置 されているエ リアは、中間建屋空調設備にて空調

管理 されている。

制御用空気圧縮機は、室内の空気を吸入 して圧縮空気を供給 しているため、

火山灰の降灰の際に、機器内に火山灰が侵入する可能性があるが、中間建屋

換気空調設備の外気取入 口には、平型フィルタ (粒径がおよそ 5μ mよ り大

きい粒子を除去)が設置 されてお り、これに加えて下流側にさらに細かな粒

子を捕集可能な粗フィルタ (粒径がおよそ 2μ mよ り大きな粒子を除去)が

設置 されている。このため、他の空調設備に比べて、火山灰に対 して高い防

護性能を有 してお り、室内に侵入 した火 山灰の粒径はほぼ 2μ m以下の細か

な粒子であると推定される。

なお、微細な粒子であつても、制御用空気圧縮機のシリングライナ内面と

ピス トンリングは直接、接触招動 している状態であり、機器内に吸入 された

火 山灰がシ リングライナ内面 とピス トンリングの間に侵入 した場合には摩

耗発生が懸念 される。

しかしなが ら、シリングライナはハー ドクロムメッキ処理、ピス トンリン

グはカーボングラファイ トであり、火山灰は硬度が低 くもろいことから、招

動部に侵入 した火山灰により磨耗が発生 し、招動部に損傷を発生 させること

はない。 さらに、火山灰の降灰時には、外気取入ダンパを閉止することによ

り侵入を阻止することが可能であることから、制御用空気圧縮機の機能に影

響を及ぼすことはない。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提出資

料の うち 「個別評価 -12」 に同じ。

以  上
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個別評価-13

安全保護系計装盤に係 る影響評価

火山灰による安全保護系計装盤への影響について以下のとお り評価する。

(1)評価項目及び内容

① 絶縁低下

火山灰が盤内に侵入する可能性及び侵入した場合の影響について評

価する。

(2)評価条件

① 火山灰条件
a.粒 径 :1 llm以下

(3)評価結果

安全保護系の計装盤が設置 されているエ リアは、安全補機開閉器室空調

装置にて空調管理 されている。

安全保護系の計装盤には、その発生熟量に応 じて盤内に換気ファンを

設置 している場合があるため、換気に伴い火山灰が計装盤内に侵入する可

能性が考えられるが、安全補機開閉器室空調系の外気取入 口には平型フィ

ルタ (粒径がおよそ 5μ mよ り大きい粒子を除去)が設置 されていお り、

これに加えて下流側にさらに細かな粒子を捕集可能な粗フィルタ (粒径が

およそ 2μ mよ り大きな粒子を除去)が設置 されている。

このため、他の空調系に比べて火山灰に対する高い防護性能を有 して

お り、室内に侵入 した火山灰の粒径はほぼ 2μ m以下の細かな粒子である

と推定される。

なお、微細な粒子であつても、火山灰が盤内に侵入 した場合には、そ

の付着等により短絡等を発生することが懸念 されるが、計装盤において数

μm程度の線間距離 となるのは、集積回路 (ICな ど)の内部であり、こ

れ ら部品はモール ド (樹脂)で保護 されているため、火山灰が侵入するこ

とはない。また、端子台等の充電部が露出している箇所については、端子

間の距離が数mm程度あることから、火山灰の付着等により短絡等を発生

させる可能性はない。さらに、火山灰の降灰時には、外気取入ダンパを閉

止 し閉回路循環運転を行 うことにより侵入を阻止することが可能である

ことから、安全保護系計装盤の機能に影響を及ぼすことはない。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提出

資料の うち 「個別評価-13」 に同じ。

以  上
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ネ甫足 7

火山対応の運用等に対する設工認上の扱いについて

1.概要

本資料は、想定される自然現象 (火 山)に対する手順上、必要な運用や施設について

従来の既許認可からの整理を行 うものである。

2.除灰関係の整理

既許可で確認 した除灰関係の確認事項は表 1の とお りである。一部の施設について

は、除灰の成立性もしくは灰置場の確保に対して定量的な確認は行つていないが、定性

的に手順の成立性は可能と判断している。

表 1.DNP設 置許可における除灰手順の整理

施設名 除灰に要する時間 灰置場の容量 主な資機材※1

備考

DB施 設

建屋に対する除灰時

間を確認。
⇒建屋以外の施設は

火山灰が堆積する面

積が小さいため除灰

は可能。

建屋及び屋外タンクに

堆積する灰に対 して確

認。
⇒上記以外の施設は火

山灰が堆積する量が少

ないため灰置場までの

運搬を考えていない。

ス コ ップ

スノーダンプ

マスク
ゴーグル
ヘンドライ ト

運用及び資機

材 の 変 更 な

し。

SA施設

建屋に対する除灰時

間を確認。
⇒建屋以外の施設は

火山灰が堆積する面

積が小さいため除灰

は可能。

建屋に堆積する灰に対

して確認。
⇒上記以外の施設は火

山灰が堆積する量が少

ないため灰置場までの

運搬を考えていない。

スコップ

スノーダンプ

マスク
ゴーグル
ヘッドライ ト

運用及び資機

材 の 変 更 な

し。

アクセス

ルーート

(SA)

確認対象外。
⇒火山事象 とSA事
象 は重畳 しないた

め、除灰を完了させ

るまでの時間的な制

約がないため確認対

象外。

確認不要。
⇒道 路脇 に除 け るた

め、確認不要。

ブル ドーザー

マスク
ゴーグル
ヘッドライ ト

運用及び資機

材 の 変 更 な

し。

(降灰収束後

の運用。)

燃料油輸送

ルーート

(大飯固有)

燃料油輸送ルー トに

対する除灰時間を確

認。

確認不要。
⇒道路脇 に除 け るた

め、確認不要。

ブル ドーザー

マスク
ゴーグル
ヘ ンドライ ト

運用及び資機

材 の 変 更 な

し。

(炉規則第 83

条 の対応 では

使用 しない。)

※ 1社内マニュアルに使用する資機材を整理している。
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2 1.除灰に要する時間及び灰置場の確保 (DB、 SA)

DB、 SA施設に係る除灰に要する時間及び灰置場の確保については、DNP

設置許可で確認をしている。既許可で実施 した除灰に要する時間及び灰置場の

確保の確認結果を別紙 1に示す。

2,屋外のSA設備の除灰及びアクセスルー トの確保

屋外のSA設備の除灰及びアクセスルー トの確保については、既認可から基

本設計方針に「降灰時の除灰運用を保安規定に定める」旨を記載 し、保安規定に

は、「降下火砕物および積雪の除去作業については、降灰および降雪の状況を踏

まえ、設備に悪影響を及ぼさないよう実施する。」と記載している。また、社内

マニュアルにおいても除灰運用を定めてお り、屋外の SA設備については悪影

響を及ぼさないよう除灰を実施 し、アクセスルー トの確保については、降灰の堆

積状況に応 じて適宜除灰を実施することとしている。なお、火山事象とSA事象

は重畳しないため、除灰を完了させるまでの時間的な制約はない。

したがって、屋外のSA設備の除灰及びアクセスルー トの確保に関する設工

認上の扱いとしては、除灰運用を保安規定に定めることを基本設計方針に記載

することとしている。

高浜 3,4号機における基本設計方針の当該箇所を別紙 2に、保安規定の当該

箇所を別紙 3に、社内マニュアルの当該箇所を別紙 4に示す。

3.タ ンクローリーによる非常用ディーゼル発電機の燃料油輸送ルー トの除灰

(大飯固有)

降下火砕物による間接的な影響として、7日 間の外部電源喪失を想定しており、

7日 間の非常用ディーゼル発電機の連続運転が必要となるが、燃料油貯蔵タンク

の容量では 7日 間の連続運転ができないため、タンクロー ジーを使って重油夕

ンクから燃料油貯蔵タンクヘ輸送することとしている。

新規制基準適合の設置許可では、アクセスルー トの復旧に要する時間評価に

おいて、燃料の移送が必要となる時間 (起動後 3日 )までに復十日できることの確

認を行つているが、この評価結果は層厚変更の影響を受けるため、大山生竹テフ

ラ噴出規模見直しに伴 う設置変更許可申請のまとめ資料において再評価を行っ

た。 l丹可紙 5参照)

また、設工認では、復旧のための除灰運用を保安規定に定めることを基本設計

方針に記載 している。 l丹町紙 6参照)

大飯 3,4号機以外のプラン トでは、燃料の移送を行わずとも 7日 間の非常用

ディーゼル発電機の運転が可能であることから本件は大飯固有となっている。

なお、燃料移送に用いるタンクロー ジーは資機材と整理してお り、新規制基準

適合の設置許可では、まとめ資料にて構造強度評価の確認を行い、工認設計対象

外 としていた。

2

2
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大山生竹テフラ噴出規模見直しに伴 う設置許可においても、本評価は層厚変

更の影響を受けることから、まとめ資料において再評価を行い、設工認設計対象

外としている。 (別紙 7参照)

更に、タンクロー リーを資機材 とする扱いは保安規定の第 18条の4におい

て規定されている。 (別紙 8参照)

3,炉規則 83条の対応で用いる設備の扱い

炉規則 83条の対応のみで用いる設備のうち、影響因子に荷重、閉塞を含んでいるも

のとしては、消火水バックアップタンクがあるため、本設備の設工認上の扱いを示す。

1.消火水バックアップタンク

消火水バックアップタンクは防護対象施設に分類されないことから設工認で

は火山に対する影響確認を行っていないが、炉規則 83条の対応で使用する設

備であることから、保安規定で評価を行つている。下記に設工認及び保安規定上

の扱いについて詳細に説明する。

設工認での扱いとしては、消火水バックアップタンクは、クラス 3設備であり、

防護対象設備でないことから設工認申請対象外 としている。防護対象施設の分

類は設置許可のまとめ資料で示 している。具体的には、クラス 1及びクラス 2に

属する構築物、系統及び機器のうち火山灰の影響により、安全機能を損なうおそ

れがある施設、及びクラス 1及びクラス 2に属する構築物、系統及び機器を内包

している建物を防護対象施設 として抽出している。 (別紙 9参照)

保安規定での扱いとしては、炉規則 83条の対応において復水タンクの水源

として使用することから、降下火砕物に対する影響確認を行つている。 lアJ町紙 1

0参照)

3
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別紙 1

補足資料-6

6.火 山灰の除灰に要する時間について

火山灰の除灰に要する概算時間について、土木工事の人力作業※を参考に試算した結果

を以下に示す。

表 除灰に要する概算時間

1,作業量 (上記のとお り)

0.39人 日/m3× 4ラ752m3三 約 1,854人 日

2.作業 日数 (試算例 )

(1)作業人数 : 78人 (6人/組 X13組 )

【内訳】 外部 しゃへい建屋 (2組 )、 外周建屋 (2組 )、 原子炉補助建屋 (3組 )、

中間建屋 (2組 )、 燃料取扱建屋 (2組 )、 燃料取替用水タンク建屋 (1組 )、

ディーゼル発電機建屋 (1組) [計 13組 ]

(2)P片要日数 : 約 24日

(※ )「 国土交通省土木工事積算基準 (■ 24)」 における入力掘削での人工を保守的に採用

なお、屋外タンクの堆積面積は、約 500m2と 建屋の堆積面積に対 して十分小さいことか

ら、30日 に除灰することが可能である。

以  上

項   目 評価諸元

① 堆積面積 (m2) 外部 しゃへい建屋 (3, 4号炉) 糸勺3,400m2

外周建屋 (3, 4号炉 ) 糸92,500m2

原子炉補助建屋 (共用 ) 糸勺4,500m2

中間建屋 (3, 4号炉 ) 約 2,700m2

燃料取扱建屋 (3, 4号炉) 約 3,000m2

燃料取替用水タンク建屋 (3, 4号炉) 約 500m2

ディーゼル発電機建屋 (3, 4号炉) 糸与1,000m2

合計 糸t17,600m2

②堆積厚さ (m) 027m

② 堆積量=①×② (m3) 糸も4,7521n3

④lm3当 たりの作業人工※
(人 日/m3) 0.39人 日/ma
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補足資料-7

7.灰置場の場所及び容量について

灰置場として、積み上げた火山灰が崩れるなど、発電所の重要安全施設や SA時に必

要となるアクセスルー トに影響を及ばすことがないように、それらから離れ、かつ、低い

場所にある放水口近傍のエ リアを選定しており、除去した火山灰が灰置場に現実的に集積

可能かどうか試算を行った。

図に示す範囲に高さ 1.4mで集積 した場合、その容量は約 ■,480m3と なる。ここで、

層厚 27cmの 火山灰を想定 した場合、表のとおり火山灰の除去が必要となる施設の屋根都

に堆積する火山灰の量は約 4,887m3であり、1,2号炉の火山灰の除去が必要となる施設

の屋根都に堆積する火山灰の量 3,543m3と 合わせても約 8,430m3で あることから、灰置

場として容量があると考えられる。

表 火山灰の除去が必要な施設の屋根部に堆積する火山灰の量

図 高浜原子力発電所の平面図

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。

以  上

- 116 -

項 目 建 屋 屋外タンク 合計

対象施設 ・外部しゃへい建屋 (3, 4号炉)

・外周建屋 (3, 4号炉)

,原子炉者宙助建屋 (共用)

・中間建屋 (3, 4号炉)

・燃料取扱建屋 (3, 4号炉)

・燃料取誉用水タンク建屋 (3,4号炉)

・ディーゼル発電機建屋 (3, 4号炉)

・復水タンク

(3, 4号炉)

面積 約 17,600m2 糸

'500m2
約 18,100nつ

降灰量 (層厚 27cm) 約 4,752m3 約 135mB 約 4,887m3
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変更後

時間を確保するために、固縛装置の数を可能な限 り少なくする設計

とする。固縛装置の設計は、風荷重による浮き上が り及び横滑 りの

荷重並びに保管場所を踏まえて固縛の要否を決定 し、国緯が必要な

場合は、発生する風荷重に耐える設計 とする。

なお、国縛が必要 とされた重大事故等対処設備の うち車両型の設

備については、耐震設計に影響を与えることがないよう、固緯装置

に余長を持たせた設計 とする。

積雪及び火山の影響については、必要により除雪及び除灰等の措

置を講じる。この運用について、保安規定に定める。

屋外の重大事故等対処設備は、重大事故等時において、万が一、使

用中に機能を喪失 した場合であって )ヽ、 可搬型重大事故等対処設備

によるバ ックア ンプが可能 となるように位置的分散を考慮 して可搬

型重大事故等対処設備を複数保管する設計 とする。

原子炉格納容器内の安全施設及び重大事故等対処設備は、設計基

準事故等及び重大事故等時に想定される圧力、温度等の格納容器ス

プ レイ水による影響を考慮 して、その機能を発揮できる設計 とする。

安全施設及び重大事故等対処設備における主たる流路及びその流

路に影響を与える範囲の健全性は、主たる流路とその主たる流路に

影響を与える範囲を同一又は同等の規格で設計することにより、流

路 としての機能を維持する設計 とする。

(2)海水を通水する系統への影響

海水を通水する系統への影響に対 しては、常時海水を通水する、海

に設置する又は海で使用する安全施設及び重大事故等対処設備は耐

変更前

原子炉格納容器内の安全施設は、設計基準事故等時に想定される

圧力、温度等の格納容器スプ レイ水による影響を考慮 して、その機能

を発揮できる設計 とする。

安全施設における主たる流路及びその流路に影響を与える範囲の

健全性は、主たる流路とその主たる流路に影響を与える範囲を同一

又は同等の規格で設計することにより、流路 としての機能を維持す

る設計とする。

(2)海水を通水する系統への影響

海水を通水する系統への影響に対 しては、常時海水を通水する、海

に設置する又は海で使用する安全施設及び重大事故等紺処設備は耐
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別紙 3

a .降下火砕物の侵入防止

当直課長は、外気取入口に設置している平型フィルタの差圧確認、外気取入ゲ

ンパの閉上、換気空調設備の停止または閉回路循環運転による建屋内への降下火

砕物の侵入防止を実施する。

.降下火砕物および積雪の除去作業

(a)各課 (室)長は、降灰が確認された場合は、施設の機能に影響が及ばない

よう、換気空調設備のフィルタの清掃や取替え、水循環系のス トレーナ洗浄

作業、開閉所設備の碍子洗浄作業を実施する。

(b)各課 (室)長は、降下火砕物の堆積が確認された場合は、降下火砕物より

防護すべき屋外の施設、ならびに降下火砕物より防護すべき施設を内包する

建屋について、長期的な堆積により施設に悪影響を及ぼさないよう降下火砕

b

る

C の

土木建築課長は、地滑りが確認された場合は、施設の機能に影響が及ばないよ

う、堰堤の堆積制限位以下になるよう土砂撤去作業を実施する。

d.地滑り発生後の撤去作業が困難と判断された場合の対応

土木建築課長は、地滑り発生後の上砂撤去作業において、 7日 以内に堆積制限

位以下にできないと判断した場合は当直課長に連絡するとともに、土砂撤去作業

を継続する。連絡を受けた当直課長は、地滑りが確認された後、7日 以内に原子

炉を停止 (モー ド5まで)する。

e.ディーゼル発電機の機能を維持するための対策

火山影響等発生時において、ディーゼル発電機の機能を維持するため、ディー

ゼル発電機への改良型フィルタの取付およびフィルタの取替 日清掃を実施する。

(a)ディーゼル発電機への改良型フィルタ取付他

各課 (室)長は、フィルタの取替 と清掃が容易な改良型フィルタを取り付

ける。また、 1号炉および2号炉については、海水ポンプ除塵フィルタを取

り外す。

ア.手順着手の判断基準

気象庁が発表する降灰予報 (「速報」または「詳細」)により高浜町ヘ

の「多量」の降灰が予想された場合、気象庁が発表する噴火に関する火山

観測報において、地理的領域 (発電所敷地から半径 1 60km)内 の活火山に

20km以上の噴煙が観測されたが噴火後 10分以内に降灰予報が発表されな

い場合または降下火砕物による発電所への重大な影響が予想された場合

(b)ディーゼル発電機改良型フィルタのフィルタ取替 日清掃

各課 (室)長は、ディーゼル発電機が起動した場合において、フイルタの

閉塞を防止するため、フィルタの取替 E清掃を実施する。

去作業については、降灰および降雪の状況を踏まえ、設備に悪影響を及ぼさ

設備に対する降下火 お よ

い よ

また、上記以外の

る。

高浜発電所 添付 2-11/29
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1 2 アクセスルー トの確保、復旧作業および支援に係る事項

(1)ア クセスルー トの確保

ア 安全 ,防災室長は、発電所内の道路および通路が確保できるよう、以下の実効性

のある運用管理を実施することを社内標準に定める。

(7)屋外および屋内において、想定される重大事故等の対処に必要な可搬型重大事

故等対処設備の保管場所から設置場所および接続場所まで運搬するため、または

他の設備の被害状況を把握するための経路 (以下、「アクセスルー ト」という。)

は、自然現象、外部人為事象、浴水および火災を想定しても、運搬、移動に支障

をきたすことのないよう、迂回路も考慮して複数のアクセスルー トを確保する。

(イ)屋外および屋内アクセスルー トは、自然現象に対して地震、津波、洪水、風 (台

風)、 竜巻、凍結、降水、積雪、落雷、地すべり、火山の影響、生物学的事象、高

潮および森林火災を考慮し、外部人為事象に対して、近隣の産業施設の火災およ

び爆発 (飛来物含む。)、 航空機墜落による火災、火災の二次的影響 (ばい煙およ

び有毒ガス)、 輸送車両の発火、漂流船舶の衝突、飛来物 (航空機落下)、 ダムの

崩壊、電磁的障害ならびに重大事故等時の高線量下を考慮し確保する。

a 発電所敷地で想定される自然現象のうち、洪水に対しては敷地付近に河川が

ないこと、高潮に対しては津波に包絡されることから影響を受けないため考慮

しない。

また、外部人為事象のうち、近隣の産業施設の火災および爆発 (飛来物含む。)

に対しては該当する施設がないこと、ゲムの崩壊に対しては近傍にダムがない

ため考慮しない。

b 電磁的障害に対しては道路および通路面が直接影響を受けることはないこと

から、屋外および屋内アクセスルー トヘの影響はないため考慮しない。

c 生物学的事象に対しては容易に排除可能なことから影響を受けないため考慮

しない。

d 万―、これらの影響を受けないとしている現象について、対応が必要となっ

た場合においても、洪水、高潮およびダムの崩壊に対しては、津波と同様に対

応が可能であり、近隣の産業施設の火災および爆発 (飛来物含む。)に対しては、

森林火災と同様に対応が可能である。

(ウ)可搬型重大事故等対処設備の保管場所については、設計基準事故対処設備の配

置も含めて常設重大事故等対処設備と位置的分散を図り保管し、屋外の可搬型重

大事故等対処設備は複数箇所に分散して保管する。なお、同じ機能を有する重大

事故等対処設備が他にない設備については、予備も含めて分散させる。

(工)障害物を除去可能なブル ドーザおよび油圧ショベルを保管、使用し、それらを

運転できる緊急安全対策要員を確保する。

(オ)被 ばくを考慮した放射線防護具の配備およびアクセスルー ト近傍の化学物質を

貯蔵しているタンクからの漏えいを考慮した薬品保護具の配備ならびに停電時お

よび夜間時に確実 | 動ができるように、可搬型照明を配備する。

、屋外のアクセスルー トの確保にあたつて、以下の運用管理を

実施することを社内標準に定める。

(7)屋外の可搬型重大事故等対処設備の保管場所から使用場所まで運搬するアクセ

セスルー トア

高浜発電所 添付 3-11/241
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スルー トの状況確認、海水等の取水ポイントの状況確認、ホース敷設ルー トの状

態確認を行い、あわせて燃料油貯油そう、空冷式非常用発電装置、その他の屋外

設備の被害状況の把握を行う。

(イ ) 屋外アクセスルー トに対する地震による影響、その他自然現象による影響を想

定し、複数のアクセスルー トの中から早期に復旧可能なアクセスルー トを確保す

るため、障害物を除去可能なブル ドーザ4台 (1号および2号炉共用 2台、3号

および4号炉共用 2台)(予備 1台 )および油圧ショベル 2台 (1号および2号炉

共用 1台、3号および4号炉共用 1台 )(予備 1台 )を保管、使用する。

地震による屋外タンクからの浴水ならびに降水に対して、道路上の自然流下も

考慮した上で、通行への影響を受けない箇所にアクセスルー トを確保する。

防潮堤の中に早期に復旧可能なアクセスルー トを確保する。想定を上回る万一

のガレキ発生に対してはブル ドーザおよび油圧ショベルにより速やかに撒去する

ことにより対処する。

考慮すべき自然現象のうち凍結および森林火災、外部入為事象のうち航空機落

下による火災、火災の二次的影響 (ばい煙および有毒ガス)、 飛来物 (航空機落下)、

輸送車両の発火および漂流船舶の衝突に対して、迂回路も考慮した複数のアクセ

スルー トを確保する。

周辺構造物、周辺機器の倒壊による障害物については、ブル ドーザおよび油圧

ショベルによる撤去あるいは転仁1に よる閉塞がないルー トを通行する。

基準地震動に対して耐震裕度の低い周辺斜面の崩壊に対しては、崩壊土砂が広

範囲に到達することを想定した上で、ブル ドーザおよび油圧ショベルによる崩壊

箇所の復旧を行う。

耐震裕度の低い地盤にアクセスルー トを設定する場合は、道路面のすべりによ

る崩壊土砂が広範囲に到達することを想定した上で、ブル ドーザおよび油圧ショ

ベルによる崩壊箇所の復旧を行い、通行性を確保する。

不等沈下等による段差の発生が想定される箇所においては、段差緩和対策を請

じる設計とするとともに、段差が発生した場合には、ブル ドーザおよび油圧ショ

ベルによる段差発生箇所の復旧を行う。さらに地下構造物の損壊が想定される箇

所については、陥没対策を講じる。想定を上回る段差が発生した場合は、予備ル

(ウ )

(工 )

(オ)

(力 )

(キ)

(ク )

(ケ)

― 卜の復旧およ 圧ショベルによる により対処す

ウ 屋内アクセスルー トの確保

安全 ,防災室長は、屋内のアクセスルー トの確保に当たつて、以下の運用管理を

実施することを社内標準に定める。

(7)屋内の可搬型重大事故等対処設備の保管場所へ運転員 (当直員)、 緊急時対策本

部要員および緊急安全対策要員が移動するアクセスルー トの状況確認を行い、あ

わせて恒設代替低圧注水ポンプ、その他の屋内設備の被害状況の把握を行う。

(イ)地震、津波、その他自然現象による影響および外部人為事象に対して、外部か

ル ドーザおよび油圧ショベルによる撤去を行う。想定を上回る降雪、降灰が発生

した場合は、除雪、除灰の頻度を増加させることにより対処する。また、凍結、

除雪を考慮し、車両については、オールシーズンタイヤを配備する。

ア セスルー ト上の 、降灰については、によるよ

高浜発電所 添付 3-12/241
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別表 19(4/5)
実施箇所・内容

関係各班

・本部の長は、関係各課 (室)へ対策の実施を指示する。

長等は、 、屋外設備 (屋外SA設備、特重施設含む)、 アクセスルー ト等の状

況確認を行うとともに、長期的な堆積により施設に い い

また、 :こ

下 火 については、 を え 、 に悪影響を及ぼさないよう実施す

る。

各課 (室)長等は、荷重の影響を低減するため降灰時に積雪があれば除雪も合せて実施する。

なお、アクセスルー トについては、降灰の堆積状況に応 じて適宜除灰を実施 し、結果を対策本

・各課 (室)長等は火山灰による腐

食等の中長期影響を防止するた

め、保修業務所則、土木建築業務

所則に基づき、屋外設備ならびに

建屋の維持管理を行う。

総務班

・安全・防災室課長 (SA/DB)(※ 1)は 、設備他の被

災状況を確認する。また、原子力事業本部の本部 (※ 2)
へ被災状況を連絡する。

・安全・防災室課長 (SA/DB)(※ 1)は、対策本部の

閉鎖または警戒準備体制の解除を行うとともに、原子

力事業本部総務Gr(※ 2)へ連絡する。
・安全・防災室課長 (SA/DB)(※ 1)は、本部の開鎖

または警戒準備体制の解除を行 うとともにメールにて

情報発信する。

発電班

発電室長 (※ 3)は、発電室業務所則

に基づき、設備の日常巡視点検を行う。

異常が確認されれば、各課 (室)長等
へ対応を依頼 し、処置結果を対策本部
へ報告する。

・当直課長は、対策本部から降灰対策復

旧の指示があれば事故時操作所則およ

び特定重大事故等対処施設事故時操作

所則に基づき復旧操作を指示する。
・当直課長は、降灰対策復旧の結果を発

電室長 (※ 3)へ報告する。
・発電室長 (※ 3)は、復旧結果を対策

本部へ報告する。

事象 (時系列)

火山灰 の堆積

が認め られ た

場合

降灰後 にお け

る中長期の対

応

予報解除

削
量
魚

ト

釦
∞



別紙 5

補足資料-9

9.ア クセスルー トの復旧への影響について

火山灰の降灰により外部電源喪失が考えられることから、火山影響評価として、降灰時に

おけるタンクロー リーによる燃料輸送機能に影響が生 じないことを確認するため、アクセ

スルー トの復旧に要する概算時間について評価する。

ここでは保守的に降灰と積雪時におけるアクセスルー トヘの火山灰等の堆積状況を想定

し、要員 1名 にてブル ドーザーを操作するとし、ディーゼル発電機の燃料油輸送ルー トの復

旧時間が、燃料油の移送が必要となるディーゼル発電機の起動後 3日 (保安電源において

評価)に対し、復旧時間が概算 291分 (5時間程度)であり、3日 以内に充分な余裕を確保

して実施できることを確認 した。

1.ブル ドーザ仕様 (50t)
・一回の押 し出し可能量 23.3t
・ブレー ドの全幅   4,300m
・走行速度  前進 :1速 60m/mね

後進 :1速 73m/min

2.降灰及び降雪への対応について

(1)降灰については、降灰予報の情報を受けた際に要員を確保する。降灰が確認された場

合はアクセスルー トの除灰を行 うことにより紺処が可能である。積雪については、通

常時から、気象予報、積雪状況に応 じて構内道路の除雪作業を行 うこととしており、

SA対策時においても車両等の積雪時の走行性能を勘案した上で、必要に応じて除雪

作業を行 うことにより紺処が可能である。

(2)降灰及び降雪除去速度の算出

1)降灰条件

・厚さ :0.25m

・単位堆積重量 :1.5ym3(湿潤状態)

2)降雪条件

・厚さ :lm (福井県建築基準法施行細則)

・単位堆積重量 :0.3Vm3 (福 井県建築基準法施行細則)

- 107 -
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(3)除去方法

・アクセスルー ト上に降り積もつた火山灰及び雪を、ブル ドーザで道路脇へ押 し出し

除去する。

・一回の押し出し可能量を23.3tと し、23.3tの火山灰及び雪を集積し、道路脇へ押し

出す作業を 1サイクルとして繰 り返す。

・一回の集積で進める距離X

=23.3t■ ((雪厚さlm× o.3t/m3+火山灰厚さ0.25mX l.5t/m3)× 4.300m)

=8,02m≒ 8.On

・ 1サイクル当りの作業時間は、 1速の走行速度 (60m/min)で 作業を実施すると仮

定する。

A:押 し出し (①→②→③):(7m+9m)■ 60m/min=0,267min≒ 0.27min

B:ギア切り替え : 0.lmin

C:後進 (③→②):9m■ 78m/minこ 0.115≒ 0.12min

lサイクル当りの作業時間 (A+Bキ C+B)=0,27minキ 0,lmin+0.12min+0.lmin

=0.59nin

降灰および降雪の撤去概念図

一

7m

五 組工
7m

1回の集積で進める距離

233t(1回 の押し出し可能量)

9m ③
9m

■((雪厚さlmxo,3Vm3)十 (火山灰厚さ0 25m X1 5tプm3))x4300m)=約 80m

保守性を見込み7mと設定

(4)降灰及び降雪除去速度

1サイクル当りの除去延長■ 1サイクル当りの除去時間

=7m■ 0.59min=0。 71lkn/h≒ 0,7km/h

3.復旧時間について

下図のアクセスルー トについて上記の速度を用いて復旧することを想定する。ブル ド

ーザは酉己置場所よリスター トし、0.7km/hに て復十日を開始する。なお、一度復旧が終わっ

たルー トについては 2km/hで移動可能とする。

想定時間については下表のとお りとなり、約 5時間程度で復旧が可能である。

- 108 -
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ルート辞
件
星巨高性ω

陸建豊とこI星二
2km/hに て復旧

する距離(m)「
Ю 合計時間(分)

③→②  F65    F65 0 157 57

駒      1379       レ97 82 128
85

③→④  脩95    卜53 142 151
136

D→⑤  F84    μ04 280 144 180

Э→⑥  μ49    博66 33 134 214

ひ→①  μ051   静12 239 177
291

粋 囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 以  上
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１
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ω
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日

―
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ｗ
牌
―
ド
伽
　
―

変更後

変更なし

変更前

なお、長期的な腐食の影響が生 じないよう、降灰時には 日常保守

管理における点検並びに状況に応 じた塗装の実施について保安規定

に定める。

(ホ )発電所周辺の大気汚染

防護紺象施設、防護対象施設に影響を及ぼす可能性のあるクラス

3に属する施設及びその他の施設の うち、中央制御室換気空調系に

ついては、フィルタを設置することにより、降下火砕物が中央制御

室に侵入 しにくい設計 とする。

なお、外気を遮断 し降下火砕物の侵入による中央制御室の大気汚

染を防止するため、降灰時には閉回路循環運転の実施について保安

規定に定める。

(へ)絶縁低下

防護対象施設、防護対象施設に影響を及ぼす可能性のあるクラス

3に属する施設及びその他の施設のうち、空気を取り込む機構を有

する計装盤については、設置場所の換気空調系にフィルタを設置す

ることにより、降下火砕物が侵入しにくい設計とする。

なお、外気を遮断し降下火砕物による計装盤の絶縁低下を防止す

るため、降灰時には外気取入ダンパの閉止及び閉回路循環運転の実

施について保安規定に定める。

口,間接的影響に対する設計方針

降下火砕物による間接的影響である7日 間の外部電源喪失、発電 渤
」
渉
邪
０

Ｏ
Ｎ



Ｉ
　
Ｏ
ω
ｌ
Ｈ
Ｈ
Ｉ
∞
Ｉ
Ｐ
ド
ー
岸
０
　
１

変更後

c.外部火災

変更なし

変更前

所外での交通の途絶によるアクセス制限事象に対 し、原子炉及び使

用済燃料 ピットの安全性を維持するために必要 となる電源の供給が

燃料泊貯蔵タンク及び重油タンクか らディーゼル発電機への燃料供

給 (タ ンクロー リーによる重油タンクか ら燃料油貯蔵タンクヘの燃

料供給を含む。)により継続でき、非常用電源設備から受電できる

設計 とする。

なお、タンクロー リーによる重油タンクから燃料油貯蔵タンクヘ

の燃料供給に用いるアクセスルー トについて、降下火砕物の堆積状

況に応 じて除去することを保安規定に定める。

c.外部火災

想定される外部火災において、火災源を発電所敷地内及び敷地外

に設定し防護紺象施設に係る温度や距離を算出し、それらによる影

響評価を行い、最も厳 しい火災が発生した場合においても安全機能

を損なうことのない設計とする。

防護封象施設は、防火帯 (3・ 4号機共用、 1与機に設置 (以下

同じ。))の設置、建屋による防護、離隔距離の確保による防護を

行 う設計とする。

重大事故等対処設備は、「5。 1.2多様性、位置的分散等」の

うち、建屋による防護、位置的分散を考慮した設計とする。

外部火災の影響については、定期的に評価を実施する運用とす

る。

(a)防火帯幅の設定に対する設計方針

０
∞



別紙 7

補足資料-8

8.タ ンクローリーヘの荷重による影響について

火山灰によるタンクローリーヘの荷重影響について以下に示す。

タンクロー リーについては、屋根部に堆積 した火山灰 と積雪を除去することも可能であ

るが、上部に火山灰 と積雪が堆積 した状態で、タンク室の支持されている最 も面積が大き

い防護枠に囲まれた範囲に紺する荷重の影響を確認する。

ここではタンク室を平板 と仮定し、等分布荷重が作用する4辺支持平板とする。また、

モデル化範囲は中間部に間仕切板があるため、鏡板 と間仕切板を支点と考え、図の色塗 り

範囲とする。

(1)荷重条件

・火山灰 と積雪の想定堆積荷重 :6,750(N/m2)=6,75× 103(N/mm2)

。平板の自重 :7.85× 106(kg/mm3)※ ×3.2(nlm)三 2.46× 10と (N/1m2)

・評十面荷重 :6.75× 103(N/11Ⅱ■2)+2.46× 104(N/1111112)=7.00× 103

(※ )JIS G 3101「 一般構造用圧延鋼材」に基づく

( N/1ul■
2)

(2)評価結果

等分布荷重の 4辺支持条件の最大曲げ応力は以下の式 となる。

σmax=βl二
4生

(機械工学便覧より)

βl:長方形板の最大応力の係数 (機械工学便覧より=0.61)

p:等分布荷重 (=7.00× 103N/Hlm2)

a:短辺の長 さ (防護枠の幅五835111m)

h:板厚 (=3.2mm)

評価部位における算出応力と許本応力を下表に示す。

表 代表都位に封する評価結果

」EAG4601‐ 1984キ甫に規定されるクラス2, 3
応力の許容応力に基づく

皿ASの一 +一次曲げ

許容応力
※

(hIPa)
裕度 結果評価部位 材料 応力の種類

算出応力

(MPa)

曲げ応力 291 360 1.23 ○タンク室 SS400
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磨
S

ユ
'

図 4辺支持平板の評価モデル

鏡板

図 評価姑象範囲

板

評価範囲

以  上

1630mm

1 1● |li ll:|,|,I!i
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別紙 8

(資機材等の整備)

第 刊8条の4 各課 (室)長は、次の各号の資機材等を整備する。

(1)所長室長および電気保修課長は、設計基準事故が発生した場合に用いる標識を設置

した安全避難通路ならびに避難用および事故対策用照明を整備するとともに、作業用

照明設置箇所以外で現場作業が必要になつた場合等に使用する可搬型照明を配備する。

(2)所長室長、発電室長、電気保修課長および放射線管理課長は、設計基準事故が発生

した場合に用いる警報装置および通信連絡設備を整備し、讐報装置および通信連絡設

備の操作に関する手順ならびに専用通信回線およびデータ伝送設備の異常時の対応に

関する手順を定める。

(3)機械保修課長は、設計基準事故が発生した場合に用いるデイーゼル発電機を7日 間

連続運転させるために、位置的分散を考慮して、タンクローリー4台以上を配備する。

また、安全・防災室長および発電室長は、タンクローリーによる燃料の輸送に関する

以下の手順を定める。

(a)タ ンクローリーの燃料輸送に関する手順

(b)タ ンクローリーの輸送ルー ト確保に関する手順

(c)竜巻の襲来が予想される場合にタンクローリー 4台を鯨谷 トンネルに退避するた

めの手順

(d)タ ンクローリーの退避ルー トの確保に関する手順

大飯発電所 第 18条―牛1/1
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別紙 9

及び附属設備への影響評価を行 う。

なお、上記の内容については、平成 27年 2月 12日 付け原規規発第

1502121号 をもつて設置変更許可を受けた高浜 3,4号炉の新規制基準適合性

審査にて平成 27年 2月 2日 に提出した 「高浜 3, 4号炉設置許可基準規貝1

等への適合性について (設計基準対象施設等)」 のうち「第 6条 :外部からの

衝撃による損傷の防止 (火 山)」 (以 下、F死提出資料という。)か ら変更がない

ため、既提出資料のうち「1.1 概要」に同じ。

2.2 評価条件の設定

影響評価に用いる条件は、敷地周辺の地質調査結果に文献調査結果も参考

にして、表 1.1の とおり、堆積厚さ 27cm、 粒径 lmm以下、密度 0.7g/cm3

(乾燥状態)～ 1.5grcm3(湿 潤状態)と して、火山灰の特性を設定した。

表 1.1 火山灰の特性

なお、火山灰と火山以外の自然現象の組合せについては、荷重の影響にお

いて、火山灰、風 (台風)及び積雪による組合せを考慮する。

2.3 評価姑象施設の抽出
「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則 (平成 25年 6月 28日 原子力規制委員会規則第五号)」 第 6条におい

て、「安全施設は、想定される自然現象が発生した場合においても安全機能を

損なわないものでなければならない。」とされている。

また、「発電用軽水炉型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指

針」 (平成 2年 8月 30日 原子力安全委員会決定)において安全機能を有する

構築物、系統及び機器に対する設計上の考慮として、「クラス 1では、合理的

に達成 し得る最高度の信頼性を確保し、かつ、維持すること。クラス 2では、

高度の信頼性を確保し、かつ、維持すること。クラス 3では、一般産業施設

と同等以上の安全性を確保 し、かつ、維持すること。」が定められている。

以上のことから、図 1.2の抽出フローより、一般産業施設を超える機能維

持を要求しているクラス 1及びクラス 2に属する構築物、系統及び機器のう

ち火山灰の影響により、安全機能を損なうおそれがある施設を抽出する。

また、クラス 1及びクラス 2に属する構築物、系統及び機器を内包してい

-5-

項 目 条件 設定根挺几

堆積厚さ 27cm
文献調査、地質調査及び降下火砕物シミュレー

ション結果を踏まえ、給源から越畑地点及び各

発電所までの距離をもとに設定

粒径 lmm以 下
津波堆積物調査で得られた火山灰の粒度試験

結果から設定

密度
乾燥状態  湿潤状態

0.7g/cm3～ 1.5g/cm3
津波堆積物調査結果、文献調査結果から設定

67



る建物についても評価対象施設として抽出するとともに、安全重要度の低い

構築物、系統及び機器であつても、火山灰の影響を受けやすく、当該施設の

停止等により、上位の安全重要度の施設の運転に影響を及ぼす可能性がある

場合は評価対象施設として抽出する。

なお、その他のクラス 3に属する施設については、火山灰による影響を受

ける場合を考慮 して、代替設備により必要な機能を確保できること、又は安

全上支障が生じない期間に除灰あるいは修復等による姑応も可能である。

評価対象施設の抽出結果を表 1.2に示すとともに、評価対象施設の設置場

所を図 1.3に示す。

なお、上記の内容については、既提出資料から変更がないため、既提出資

料のうち「1.3 評価射象施設の抽出」に同じ。

※2火山反を含む外気・室内空気を機器内に取り込む機構を有しない施設又は取り込んだ場合でも、その影響が非常に

小さいと考えられる施設 (ポンプ、モータ、弁、盤内に換気フアンを有しない制御盤、計器等 )に ついては、評価

対ヨく外とする。

図 1.2 評価対象施設の選定フロー

※1クラス1及びクラス2のうち、特に自然

現象の影響を受けやすく、かつ、代替

手段によつて機能維持が困難、または、

修復が著しく困難な構築物、系統及び

機器

NO

YES

NO

く②対象施設>
・海水ストレーナ
(下 流の設備を含む)

・主蒸気逃がし弁(消音器)

・主蒸気安全弁(排気管)

・タービン動補助給水ポンプ

(蒸 気大気放出管)

・格納容器排気簡
・非常用デイーゼル発電機

<①対象施設>
・海水ポンプ
・筏 末 タンク

VES

<③対象施設>
・制御用空気圧縮機
・安全保護系計装盤

・換気空調設備
(給 気系外気取八日)

・補助建E排気筒
・取水設備

□ 帥 狂靭

クラス1及びクラス2以外の構築物、クラス1及びクラス2のうち、特に自然クラス 1及び クラス 2に llgi

す る構築物、系統及び機器

を内包 しているアィとイ物

(O崖外の施設、②屋外に移胃日してし
内の空気を取り込む施設※2)

火山灰の影響を受ける施設

評
価
対
象
外

の停止等により、

及ぼす可能性のある

,外部 しゃへい建屋
,外周建犀

・然■1取扱建屋
,補助一般建尾
,中‖]kど 屋

ディ ゼル建屋

燃料取替用水

タンク建駐
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別紙 10

消火水バックアップタンクの降下火砕物荷重の影響評価について

1,概 要

本資料は、消火水バックアップタンクが降下火砕物等堆積時においても、主要な

構造都材が構造健全性を有することを確認する。

2.構造概要

高浜 3, 4号機の消火水バックアップタンクは横置き円筒タンクであり、上面が

曲面となっていることから、タンク上面に降下火砕物が堆積 しにくい構造であるた

め、影響は軽微 と考えられる。

約 4m

厚さt=25mm

図 1 消火水バンクアツプタンクの構造

3.強度評価

本資料では、保守的な想定としてタンク上面に、積雪 100cm、 火山灰 10cmを堆

積させた条件で、消火水バックアップタンクの胴板ならびに支持脚の評価を行 う。

消火水バンクアツプタンクは、「工事計画認可申請書 資料 13 別添 1 火災防

護設備の耐震性に関する説明書」にて耐震評価を実施 している。具体的には、基準

地震動 Ss設計用加速度 (水平 8.59m/s2(=約 0,88G)、 鉛直 5.88m/s2(=約 0.60G))

に対 して、胴板の裕度は 2.4以上、支持脚の裕度は 10.3以上であることを確認 して

いる。

タンク上面への堆積を想定した火山灰及び積雪の質量は 20,190kgであり、消火

水バ ックアップタンクの質量 147,000kgの約 14%に相当する。

つまり、タンク上面に積雪および火山灰を堆積 させた状態は、胴板および支持脚

に対して、タンク単体の自重による荷重に鉛直加速度 0,14Gを 加えた状態と等価で

ある。

一方で、耐震評価では、タンク単体の自重に鉛直加速度 0,60Gを 加えた状態で応

力評価を行つてお り、その結果、十分な裕度を有していることを確認 している。

以上のことから、耐震評価は、火山灰及び積雪を堆積 させた強度評価を包含 して

いるものと考えられる。

ヽ

T
/

約 3m 14m

69



積雪 100cm、 火山灰 10cmを想定

図2 強度評価における積雪・火山灰の想定

表 1 消火水パックアップタンクの耐震評価結果

ド
す

評価部位 材料 応力
基準地震動 S3に よる応力

裕度
評価応力 (hIPa) 許容応力 (MPa)

胴板 SS400

一次一般膜 17 240 14,11

一次 60 360 6.00

一次+二次 97 235 2.42

支持脚 SS400
組合せ 27 279 10,33

座 届 0,06 1 16,66
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